
★ＤＢ２：関連している
法律・事業・制度等

省庁
都道府

県
市町村 その他 名前

期間
（西暦）

内容 対象 予算額、補助率等
補助金等の交付の
流れ

関連している法律・政策
等

備考 出典

国土交通省
地域の魅力づくり支援
事業

地域づくりを始動する際に地域住民等の機運は高まりつ
つあるが、「きっかけ」が見いだせない地域を対象に、立
ち上がり期や発展的な活動とするための「きっかけ」とな
る地域資源の再発見等、地域の魅力づくり活動を支援す
ることにより、それぞれの地域の特性に応じた地域振興
の実現を図ることを目的とする。

単一市町村内
一地域あたり100万
円が限度。

国土交通省→都市
みらい推進機構→
地域活動団体（任
意団体を含む）→
講師謝金、その他
の実費

「地域資源活用構想策
定等支援調査」の一部。

◆
http://www.chiikiduku
ri.net/hokokusyo/03h
15_tiikishigenkatuyoko
so/02honpen/miryok
u/10_gaiyo.pdf

農林水産省
中山間地域等直接支
払制度

2005-
2009

耕作放棄地の増加等により多面的機能の低下が特に懸
念されている中山間地域等において、多面的機能の維
持・増進を一層図るため、自律的かつ継続的な農業生産
活動等の体制整備に向けた前向きな取組等を推進する
との考えの下で、本制度を継続的に実施する。

◆対象地域：特定農山村法、山村振興法、過疎
法、半島振興法、離島振興法、沖縄振興開発特別
措置法、奄美群島振興開発特別措置法、小笠原諸
島振興開発特別措置法の指定地域及び都道府県
知事が指定する地域のうち、急傾斜農用地、自然
条件によりし小区画、不整形な田、墓地比率の高
い地域の墓地、市町村長が必要と認めた農用地、
都道府県知事が定める基準に該当する農用地、に
該当する農用地区域内に存する1ha以上の一団の
農用地。
◆対象行為：集落協定に基づき、①集落の将来像
を明確化した活動計画の下で5年間以上継続して
行われる農業生産活動等、②一定の要件の下での
農用地保全体制の整備や地域の実情に即した農
業生産活動の実施。
◆対象者：集落協定又は個別協定に基づき、5年間
以上継続して農業生産活動等を行う農業者等。

21,800,00千円（平
成18年度）平成17
年度も同上。

国→都道府県→市
町村→集落

食料・農業・農村基本法
（第35条　「中山間地域
等の振興」）

前回（平成12年度～平成16年度）か
らの継続。

◆農林水産省ＨＰ
http://www.maff.go.jp
/nouson/chiiki/home
/chuusankansitsu/jig
yougaiyou1.htm

農林水産省
元気な地域づくり交付
金

2005-
農産漁村の活性化に資する以下の施策を総合的に支援
する。

◆交付対象：①農村の振興②グリーン・ツーリズ
ム、都市農業の振興③農業生産基盤の整備④中
山間地域等の振興。
◆計画主体：市区町村長、または農村振興局長が
別に定める者、または都道府県知事。
◆対象地域：計画主体は、地域の実情を勘案し、農
村漁村の活性化を図る上で適当と判断する範囲を
対象地域として設定できる。

農林水産省→都道
府県→市町村→実
施地域

①美しいむらづくり支援事業（Ｈ16-）
②農村振興基本計画作成費交付（Ｈ
13-）③都市農業支援総合対策事業
（平成15-）④畑利用高度化促進事業
（Ｈ15-）⑤基盤整備事業（Ｈ10-）⑥地
域環境保全型農業推進総合整備事
業（平成16-）⑦田園自然環境保全整
備事業（Ｈ16-）⑧遊休農地解消総合
対策事業（Ｈ12-）⑨新規採択希望団
体営土地改良事業（Ｓ48-）⑩新山村
開発特別事業（Ｈ13-）⑪里地棚田保
全整備事業（Ｈ15-）を統合廃止した

◆農林水産省ＨＰ
http://www.maff.go.jp
/nouson/chiiki/home
/chuusankansitsu/jig
yougaiyou2.htm

国土交通省
都市地方連携推進事
業

都市と農山漁村等の間の交流促進により､地方の活性化
を推進するとともに、都市住民の生活の充実を図るもの
であり､都市と地方の農山漁村等の市町村や住民･NPO
等の連携により行われる先導的な交流事業をソフト・ハー
ド両面にわたり一体的に支援する｡
都市と地方の農山漁村等の市町村や住民等が連携･参
画して都市地方連携プログラムを策定し､プログラムに基
づき実施される交流推進のための地域活動､施設整備､
社会実験等を実施するもので､実施期間は原則３か年

◆事業主体：  市町村
◆対象事業：  都市と地方の農山漁村の市町村等
が連携して交流推進に取り組む事業
◆補助対象：  調査費(都市地方連携プログラム策
定経費)､設計費､工事費､地域活動等推進費(ソフト
事業経費､社会実験経費)､事務費

◆国土交通省ＨＰ
http://www.mlit.go.jp/
crd/chisei/g1_1.html

国土交通省
地域振興アドバイザー
派遣制度

2001

地域の活性化･交流を促進するために､様々な課題を抱
えている市町村へ各分野の専門家を派遣して､その専門
家から助言をしてもらうことにより､自主的な地域づくり活
動等を側面から支援し､もって地域の活性化に資すること
が目的｡
アドバイザーの派遣により、
◆地域に対し外部からの刺激 → 地域の魅力の再発見
　民間の視点からの地域振興方策の検討 → 地域住民と
一体となった地域活性化
◆第3セクターへの情報やノウハウの提供 → 地域振興
に資する経営への見直し
を目指す。

ア　一から地域づくりを行うため､その推進体制を整
備しようとする市町村
　イ　長年地域づくりに取り組んで壁にぶつかって
いる市町村
　ウ　一定の成果をおさめて更に高次の地域づくり
に取り組んでいこうとしている市町村
　エ　地方拠点都市地域
　オ　中心市街地の活性化を課題としている市町村
　カ　山村第3セクターの経営等を課題としている市
町村
　キ　市町村合併検討地域及び合併後の地域づく
りを課題としている地域

制度の経緯：地方振興アドバイザー
（昭和63～）、中心市街地活性化アド
バイザー（平成10～）、山村三セクア
ドバイザー（平成8～）を統合。

◆国土交通省ＨＰ
http://www.mlit.go.jp/
crd/chisei/g1_2.html

国土交通省
地域再生等担い手支
援調査事業

地域再生に資する活動を先導する人材の効率的・効果
的な育成を目的として研修等を実施し、地域再生の取組
状況に係る情報交換、交流等を推進する。また、地域づく
りの課題解決に向け効果を上げうる取組を実地に支援す
る。（地場産業の再生、地域ブランドの創出等）

◆対象：協議会（行政、住民、ボランティア等で構
成）
◆採択要件：
(1)関係市町及び県の担当部局が協議会の構成員
となること
(2)提出する事業計画の塾度により判断する
・地域再生を先導する人材育成に資する研修内容
であること
・地域再生について顕著な効果が期待できること
・基本構想の達成状況を評価する指標が明確と
なっていること
・中長期的な展望に立脚していること、

◆山口県ＨＰ
http://www.pref.yama
guchi.jp/gyosei/chusa
nkan/library/list01.ht
ml



総務省
地域間交流施設整備
事業

過疎地域における自然、文化といった地域資源を有効活
用し、地域間交流を促進するための施設の整備に要する
費用に対して助成。

・過疎地域市町村
・構成市町村の半数以上が過疎地域市町村である
広域市町村圏の一部事務組合等
採択要件：
(1)都市部と人・文化・情報等による地域間交流を図
るもので、交流を図る上で都市部あるいは周辺地
域との交流が図られているもの
(2)一体的なコンセプトによって地域の既存施設との
調和が図られ、その施設と連携して交流事業を推
進するもの
(3)自然環境や街並み景観に配慮したものであるこ
と。
(4)文化、歴史等の地域の特性・魅力を活かしたも

事業実施期間
　２ヵ年度以内

◆山口県ＨＰ
http://www.pref.yama
guchi.jp/gyosei/chusa
nkan/library/detaildat
a/01003.htm

国土交通省
離島体験滞在交流促
進事業

離島地域の創意工夫を生かした自立的発展を促進する
ために必要な施設の整備やその施設の効果的な利用を
図ることを含む交流に関する事業により、国内及び国外
の地域との交流を促進し、離島の活力ある地域社会の形
成に資することを目的とする。
施設整備事業
　(a)産業の振興、教育及び文化の振興、観光の開発〔地
域資源活用施策施設、地域産業体験施設等〕
　(ｂ)教育及び文化の振興〔教育関連施設、文化関連施
設等〕
　(ｃ)観光の開発〔情報提供施設、離島体験施設、健康増
進施設、公共的観光施設等〕
（イ）活用プログラム作成等事業
　　プログラムの作成・事前準備、人材の確保・育成等
（ウ）交流事業
　(a)産業の振興：特産品開発、研修事業、体験事業等
　(ｂ)教育及び文化の振興：体験学習事業、伝統芸能、人
材育成研修事業等
　(ｃ)観光の開発：観光情報提供事業、モニターツアー、イ
ベント等

◆対象地域：離島振興法に定める地域
◆採択要件
(1)離島振興法指定地域において、市町が行う事業
であること。
(2)地域の発展、活性化に寄与するもの
(3)事業の実施に当たって、地域住民の十分な協力
が得られるもの
(4)既存施設の有効活用に努めるなど、事業費は必
要最小限度のものとなるように考慮された事業であ
ること
(5)整備する施設、プログラム等は主として地域外
の住民に利用されるものであり、交流事業は主とし
て地域外との住民との交流を目的としたもので、相
当規模の利用者、参加者が見込まれるもの

◆事業期間：
(ア)施設整備、(イ)活用プログラム作
成等：２か年以内
(ウ)交流事業：１か年以内
◆限度額：
(ア)施設整備事業：２００，０００千円
(イ)活用プログラム作成等：２０，０００
千円
(ウ)交流事業：１３，０００千円

◆山口県ＨＰ
http://www.pref.yama
guchi.jp/gyosei/chusa
nkan/library/detaildat
a/01005.htm

農林水産省 山村等振興対策事業

創意工夫を活かした個性ある地域づくりを推進し、農山
漁村の活性化を図るため、山村等中山間地域の重要な
産業である農林水産業の振興に必要な施設整備及び多
様な地域条件に即した簡易な生産基盤整備等を実施す
る。
　・農林漁業振興事業
　・就業所得機会創出事業
　・山村・都市交流促進事業
　・自然景観保全推進事業
　・定住促進生活環境整備事業
　・高齢者・女性等生きがい発揮促進事業
　・山村振興等地域連携推進事業(ｿﾌﾄ)
　・特認事業

◆採択用件：山村振興法、過疎法、半島振興法、
離島振興法及び特定農山村法により指定された地
域。
◆対象団体：市町、農業協同組合、土地改良区、
森林組合、漁業協同組合、農林漁業者の組織する
団体等

◆山口県ＨＰ
http://www.pref.yama
guchi.jp/gyosei/chusa
nkan/library/detaildat
a/01029.htm

農林水産省
やすらぎ空間整備事
業

◆農山漁村資源を活用したグリーン・ツーリズムの取組
を支援することにより地域経済の活性化、都市と農山漁
村の共生・対流の促進に資する。
◆制度内容：地域資源を活用した、都市住民に魅力ある
交流拠点・体験交流空間の整備等
　ア　都市農村交流促進施設
　イ　市民農園
　ウ　廃校・廃屋改修交流施設
　エ　水辺修景・景観保全施設

◆採択要件
　農山漁村滞在型余暇活動のための基盤整備の
促進に関する法律第5条第1項に規定する市町村
計画（当該採択年度内に作成されることが確実に
見込まれるものを含む。）に定める整備地区の区域
であること。
◆対象団体：市町、農業協同組合、森林組合、漁
業協同組合、農林漁業者の組織する団体等

◆山口県ＨＰ
http://www.pref.yama
guchi.jp/gyosei/chusa
nkan/library/detaildat
a/01030.htm

総務省
過疎地域等活性化推
進モデル事業

過疎地域等の活性化を促進するために行う調査、研究、
人材育成、その他の地域活性化推進活動事業に要する
経費について助成する。
対象経費
ア調査費
イ活性化推進活動費
　　（研修、シンポジウム、アドバイザー招へい、ＰＲ事業、
物産展事業、特産品等試作事業等）
ウ市町村等事務費
　　（調査研究事業又は活性化推進活動事業の実施に要
する職員旅費、庁費）

過疎関係市町村
採択要件
(1)地域の特性を活かし、市町村等が自主的、主体
的に取り組む事業であること。
(2)事業目的が明確であること。
(3)都道府県の支援体制等事業実施体制が整って
いること。

◆山口県ＨＰ
http://www.pref.yama
guchi.jp/gyosei/chusa
nkan/library/detaildat
a/01016.htm

水産庁
離島漁業再生支援交
付金事業

2005-
2009

◆離島漁業の再生を通じて海域環境の有する多面的機
能の維持増進を図るため、漁場生産力の向上と創意工
夫を活かした新たな取組を計画的かつ共同で行う離島漁
業集落に対して交付金の交付を行う。
◆市町単位で離島漁業集落活動促進計画を策定：離島
漁業集落活動促進計画に即し、漁業集落単位で集落協
定を締結し、市町の承認を得る。

集落協定に基づき、漁業の生産性の向上や生産物
の付加価値向上等により、不利な条件にある離島
の漁業が再生されるような次の活動が対象となる
　①漁場の生産力の向上に関する取組
　②創意工夫を活かした集落の活性化に向けた新
たな取組

国１／２、都道府県
１／４、町１／４の
負担

国→都道府県→市
町村→集落

◆水産庁ＨＰ
http://www.jfa.maff.g
o.jp/ritou/top.htm



業の体験、地域住民との交流などに参加してもらい地域 加や地域産業を体験

農林水産省
遊休農地再生支援事
業

地域の実情を踏まえた遊休農地の多様な活用を促進す
るため、多様な主体が遊休農地を活用するための土地
条件整備や援農ボランティア活動などの事業に対して助
成。

◆対象事業
(1)遊休農地を活用して農業生産活動を行う際に必
要となる土地条件等の整備（客土、整地、農道整備
等）。
(2)遊休農地を活用して市民農園を開設する際に必
要となる土地条件（市民農園の区画、客土、整地
等）及び附帯施設（農機具、収納施設、休憩施設
等）の整備。
(3)遊休農地の復旧を行う場合に必要な作業機の
借上げ及び器具類の購入。
(4)遊休農地の解消・再活用に係る実践活動の開始
及び再活用農地の継続的な利用を確保するために
必要な調査・調整活動等。
(5)援農ボランティアによる遊休農地の解消・再活用
を促進するための活動（ボランティアの募集、説明
会・研修会等の開催等）。
◆対象団体：(1)(2)(3)市町、農協、公社、土地改良

採択要件
(1)(2)(3)について
・　遊休農地の解消を通じて農地の
有効利用及び地域振興が図られるこ
と。
・　農業振興地域の内農用地区域
（市民農園の整備に関するものを除
く）で、遊休農地の他これと一体的に
整備することが必要な隣接農地を含
む。
(4)(5)について
・　遊休農地の解消を通じて農地の
有効利用及び地域振興が図られるこ
と。

◆山口県ＨＰ
http://www.pref.yama
guchi.jp/gyosei/chusa
nkan/library/detaildat
a/06002.htm

厚生労働省
へき地診療所施設整
備事業

無医地区等において診療所を整備することにより、地域
住民の医療を確保する。

ア　ヘき地診療所を設置しようとする場所を中心と
しておおむね半径4 kmの区域内に他に医療機関が
なく、その区域内の人口が原則として人口1, 000人
以上であり、かつ、診療所の設置予定地から最寄
医療機関まで通常の交通機関を利用して(通常の
交通機関を利用できない場合は徒歩で)30分以上
要するものであること。
イ　離島振興法第2条第1項の規定に基づく指定地
域で、かつ、医療機関のない離島のうち、人口が原
則として300人以上、1, 000人未満の離島に設置す
るものであること。
ウ　上記のほか、これらに準じてへき地診療所の設

助成内容：へき地
診療所として必要
な診療部門(診祭
室、処置室、エック
ス線室、暗室、待合
室、看護師居室、
玄関、廊下等)、医
師住宅及び看護師
住宅対象地域

総務省
集落移転事業
（過疎地域集落再編整
備事業）

人口の著しい減少、高齢化の進展等により、その基礎的
条件が著しく低下した集落を、基幹集落等に移転するた
めに必要な経費を助成する。

置が必要と都道府県知事が判断し、厚生労働大臣
◆対象経費
ア 移転の円滑化に要する経費、団地造成費、 移
転先住宅建設等助成費
イ 生活関連施設基盤費、産業基盤施設整備費採
択要件
(1)次のア～ウのいずれかの条件を満たす集落であ
ること。
ア　交通条件が悪く、医療、教育等基礎的な公共
サービスの確保が困難であること。
イ　交通条件が悪く、人口が著しく減少しているこ
と。
ウ　交通条件が悪く、高齢化が著しいこと。
(2)全体として移転戸数が５戸以上であること。
(3)各移転対象集落等にある相当の戸数が移転す
ること。

◆補助対象限度
額：移転１戸当たり
６，１４４千円
◆補助率：１／２以
内

◆山口県ＨＰ
http://www.pref.yama
guchi.jp/gyosei/chusa
nkan/library/detaildat
a/11002.htm

総務省
定住促進団地整備事
業（過疎地域集落再編
整備事業）

地域における定住を促進するための住宅団地を造成す
るために必要な経費を助成する。

(4)移転戸数のうち、相当の戸数が移転先地におい
◆対象経費：団地造成費、生活関連施設基盤費、
産業基盤施設整備費（但し、分譲を目的とする場
合、団地造成費を除く）
◆採択要件
　(1)地域における定住を促進する住宅団地を整備
するものであること。
　(2)５戸以上が団地を形成すること。

◆補助対象限度
額：１戸当たり　３，
８７７千円
◆補助率：１／２以
内

◆山口県ＨＰ
http://www.pref.yama
guchi.jp/gyosei/chusa
nkan/library/detaildat
a/11003.htm

総務省

季節居住団地整備事
業
（過疎地域集落再編整
備事業）

漸進的な集落移転を誘導するための季節居住団地を造
成するために必要な経費を助成する。

◆対象経費：団地造成費、生活関連施設基盤費、
産業基盤施設整備費（但し、分譲を目的とする場
合、団地造成費を除く）
◆採択要件
(1)交通条件が悪く、医療、教育等基礎的な公共
サービスの確保が困難な地域に存する住居である
こと。
(2)移転先において漸進的な集落移転を誘導するた
め、冬期間など季節的に居住等するための団地を
形成すること。
(3)全体として、季節的居住等の戸数が３戸以上で
あること。

◆補助対象限度
額：１戸当たり　４，
７３８千円（但し、当
該団地において高
齢者のコミュニ
ティーセンターの建
設を伴わない場合
は、３，８７７千円）
◆補助率：１／２以
内

◆山口県ＨＰ
http://www.pref.yama
guchi.jp/gyosei/chusa
nkan/library/detaildat
a/11004.htm

国土交通省
地域づくりインターン
事業(若者の地方体験
交流支援事業)

地域づくりに熱心な取り組みを行っている地域に､国土交
通省が大学生や大学院生を中心とした20歳から35歳ま
での三大都市圏に居住する若者を体験調査員として派
遣して､地域で進められている地域づくり活動や､地域産

◆対象：原則市町。
◆採択要件：市町が提出する受入希望調書を基に
決定

◆体験調査員数： 原則､一団体2名
◆受入期間： 2週間～1カ月程度
◆受入時期： 7月中旬から9月まで
◆プログラム： 地域づくり活動への参

◆国土交通省ＨＰ
http://www.mlit.go.jp/
crd/chisei/g2_1.html



励を図っている。

水産庁
漁業集落環境整備事
業

1978

漁村の生活環境の改善や漁村の活性化等を推進するた
めの，集落道，水産飲雑用水施設，漁業集落排水施設，
防災安全施設，地域資源利活用基盤施設，緑地・広場施
設，環境改善施設のための用地等の整備を行う事業。
また，漁業集落施設の改築，水産飲雑用水施設の改築
を行う事業。

◆採択用件：１　漁業依存度が高く今後とも漁業の
振興を図ることが適当な集落。
２　事業の実施につき漁業者，住民，市町村等の意
欲が高いこと。人口規模が300～5,000人（漁業集落
排水施設整備は100～5,000人），但し，辺地，過
疎，山村，離島については，50～5,000人。漁業依
存度又は漁家率が第1位。全体事業費が3千万円
以上。
３　漁業集落排水施設整備については，水質汚濁
の防止を図る必要が高い水域に面する集落。

10分の5以内（ただ
し，汚水処理施設
については，県費
補助1％以内及び
下水道事業債等償
還基金交付金9％
以内）

◆広島県ＨＰ
http://www.pref.hiros
hima.jp/chiiki/chisui/
seido2006/nourin/06
7.html

農林水産省
中山間地域農村活性
化総合整備事業

1990

地域住民の参加と創意工夫を生かした農業生産基盤及
び農村生活環境基盤の整備を一体的に行い、地域の立
地条件を生かした農業と活力ある農村づくりを促進するこ
とが目的。

◆宮城県ＨＰ
http://www.pref.miya
gi.jp/noutiseibi/syouk

農林水産省
特定農山村総合支援
事業

◆特定農山村地域市町村活動支援事業：中山間地域振
興基金を設置し、これを原資に以下の活動を実施①新た
な農作物定着化促進、アグリビジネスの企業・経営の安
定化等②新規就農者、後継者等担い手の育成、及び農
林業振興第3セクターの設立③地域資源を活かした都市
農村交流の促進④地域資源のリサイクル、景観植物栽
培、山里整備、伝統文化の継承
◆特定農山村地域都道府県支援事業：県の事業実施市
町村に対する指導助言等。

特定農山村地域のうち、市町村事業については
①事業主体：平成10年度以降に都道府県知事の承
認を受けて農林業等活性化基盤整備計画を新たに
作成または変更した市町村、もしくは、本事業の開
始までの間に都道府県知事の承認を受けて基盤整
備計画を新たに作成又は変更することが確実と認
められる市町村
②事業内容：地域の活性化のための高収益性・高
付加価値型農業への取り組みを必須とする。
都道府県事業については、特定農山村地域活動支
援事業実施市町村をはじめとする中山間地域の市

21億円（平成15年
度）

◆都道府県事業：
国→都道府県（事
業主体）
◆市町村事業：国
→都道府県→市町
村（事業主体）

特定農山村法

ai/nenhyou/hyou.htm

◆農林水産省ＨＰ
http://www.maff.go.jp
/www/jigyou/kk/shin
kou/nouson07.pdf

林野庁 林業構造改善事業

町村に対し、地域興しマイスターを活用した支援指

業総生産の増大・林業生産性の向上・林業従事者の所
得の増大を目的として、小規模林業経営の規模拡大・林
業経営の基盤の整備拡充・近代的な林業施設の導入
等、林業構造の改善を総合的に推進する事業。

林野庁→都道府県
→市町村

林業基本法

◆林野庁ＨＰ
http://www.rinya.maff
.go.jp/seisaku/sesaku
syoukai/rinkou/rk-

農林水産省
農村コミュニティ再生・
活性化支援事業

2006

農村コミュニティの再生・活性化に向けた、ＮＰＯ法人等
の民間団体主導の取り組みを国が直接支援。
◆異業種連携の推進：①異業種連携の推進（農村資源を
活用した地元企業の事業拡大、新分野に進出等にむけ
た気運の醸成、調査・検討等）②多様な主体による地域
連携活動の推進③その他（地域産業集積に向けた企業
誘致等）
◆都市から農村への定住等の促進：①定住や長期滞在
の促進法策定、定住者を活用した集落の活性化方策の
検討②定住支援体制の構築③定住促進活動の実施④
定住者による地域文化活動や農あるくらしの実施等のた

NPO法人、農協、土地改良区、その他農業者の組
織する団体、地方公共団体が出資する団体等

補助率：1/2以内

top.html

◆農林水産省ＨＰ
http://www.maff.go.jp
/nouson/community/
shiryo1.pdf

農林水産省
新山村振興等農林漁
業特別対策事業

1999

めの体制整備⑤新規住民の企業を促進するための体制

山村地域の振興を一層促進するため、地域の基幹産業
である農林水産業の活性化を図るとともに、歴史・伝統文
化・自然環境等地域固有の特性を活かした市町村等の
自主的取組を支援することにより、地域の担い手の確
保、棚田地域の保全、多様な地域産業の振興等個性あ
る地域づくりを推進する。(1)地域産物の販売増加、(2)定
住人口の確保、(3)山村と都市住民との交流人口増加、
(4)耕作放棄の防止を目的に、創意工夫した個性ある地
域づくりを推進し、農山漁村の活性化を図るため、山村地
域の重要な産業である農林水産業の振興に必要な、地
域条件に即した施設整備を行う。

◆対象地域：・山村振興法に基づき指定された振興
山村地域、過疎地域自立促進特別措置法に基づき
指定された過疎地域、半島振興法、離島振興法、
特定農山村法に基づき指定された地域 、その他
◆対象団体：市町、都道府県、土地改良区、農業
協同組合、森林組合、漁業協同組合、農事組合法
人、農業生産法人、特定農業団体、第3セクター、
PFI事業者等、農林漁業者

補助率…国費：事
業費の1/2以内、県
費：事業費の1/10
以内

対象メニュー：(1)農林水産業の振興
（農林水産物直売所、農林水産物処
理加工施設等）
(2)新しい地域産業の振興（地域資源
活用技能習得施設【U・I・Jターン者受
入促進】）
(3)山村・都市交流促進（地域資源活
用総合交流促進施設、体験農園施
設等【グリーンツーリズム促進】）
(4)文化教育の増進（子供等自然環
境知識習得施設等【体験学習施設】）
(5)里地棚田・林地・自然景観の保全
(6)生活環境の向上
(7)高齢者・女性対策の推進
(8)先進的な施設等整備
(9)山村振興等地域再生の推進事業
（施設の効果発揮促進対策【ソフトメ
ニュー】）(マ－ケティング･地域資源
等の調査研究､地域特産品等の開

◆兵庫県ＨＰ
http://web.pref.hyogo
.lg.jp/af08/af08_0000
00003.html

農林水産省
豊かなむらづくり表彰
事業

1979

毎年１１月２３日の勤労感謝の日を中心として開催される
農林水産祭の表彰行事の一部門として、農山漁村にお
けるむらづくりの優良事例の表彰を行うとともに、併せて
その業績発表を行うことによりむらづくりの全国的な展開
を推進し、地域の連帯感の醸成やコミュニティ機能の強
化を図り、農林漁業及び農山漁村の健全な発展に資する
ことを目的とする。

◆選賞対象
(1)「むらづくり」の主体は、農山漁村における集落
の区域から市町村の区域に至るまでを活動範囲と
する集団又は組織。ただし、コミュニティ機能の強
化や形成に資すると判断される場合は、市町村の
区域を越える集団等も可能。
(2)内容は、農林漁業を基盤とした豊かな地域社会
づくり、すなわち農林漁業の振興を核とし、生活条
件の改善・整備、コミュニティ活動の強化など幅広
い総合的な活動。

補助金等の交付は
ないが、選賞された
地区については、
「豊かなむらづくり
をめざして」（優良
事例集）を作成し、
関係機関、関係団
体に頒布したり、
ホームページで紹
介するなど、むらづ
くり活動の普及、奨

発､人材の育成等)

「農林水産祭」の表彰行
事の「むらづくり部門」と
して行われている。ほか
に、農産、園芸、畜産、
蚕糸・地域特産、林産及
び水産の６部門がある。

◆中四国農政局ＨＰ
http://www.chushi.ma
ff.go.jp/nouseikyoku/
muradukuri/index.htm



漁村の共生（人と自然が共生する美の国づくり）

農林水産省
土地改良事業地区営
農推進優良事例表彰
（全国表彰）

1992

国営土地改良事業地区のうち、畑地かんがい、農地開発
等の畑作を中心とする事業地区において、事業の実施を
契機に土地改良事業により 整備された土地基盤、土
地改良施設等を有効に活用しつつ、生産対策、販売対
策、地域振興等に積極的に取り組み、安定した営農の定
着が進んでいる事例に対して 表彰を行い、土地改良事
業地区における農業経営の安定促進、及び土地改良事

◆表彰の対象：事業により整備された水田、畑等の
農業生産基盤を有効に活用しつつ、創意工夫を凝
らした農産物の生産・販売、生産組織や後継者の
育成 等に積極的に取り組み、農家経営の安定化を
図っている先進的な事例。

全国表彰の他に、各地方局において
も表彰が行われる。その場合、国営
及び県営の土地改良事業地区にお
ける営農推進の優良な事例を対象と
して、関係団体及び農家が表彰され
る。

◆東北農政局ＨＰ
http://www.tohoku.m
aff.go.jp/noson/sigen
ka/yuryojirei.html

農林水産省
中山間地域総合整備
事

業の円滑な促進に資することとして実施する。

農業生産基盤整備、農村生活環境整備、交流基盤整備
等。
農業の生産基盤の整備を中心にしつつ、農村の生活環
境基盤の整備を総合的かつ一体的に実施。

◆事業実施主体：都道府県、市町村
◆事業対象地域
①過疎地域自立促進特別措置法、山村振興法、離
島振興法、半島振興法及び特定農山村法による指
定を受けた市町村または準ずる市町村
②農業生産基盤整備を実施する地域にあっては、
林野率５０％以上かつ主傾斜1/100以上の農用地

◆補助率：内地・北
海道５５％、離島８
０％、奄美７０％、
沖縄７５％
（平成１６年度予算
額：国費　５３，７１５
百万円）

◆内閣府大臣官房中
心市街地活性化担当
室ＨＰ
http://chushinshigaic
hi-
go.jp/support/H16_3/
nousui(H16).htm

農林水産省
農村振興総合整備事
業

地域が自ら考え設定する個性ある農村振興の目標の達
成が図れるよう、地域住民の参加の下、関係府省との連
携を図りつつ、地域の多様なニーズに応じた農業生産基
盤の整備と農村生活環境の整備を総合的に実施する。

の面積が当該地域の５０％以上であること

事業実施主体：都道府県、市町村等
事業対象地域：農業振興地域の整備に関する法律
第６条第１項の規定に基づき指定された農業振興
地域の区域
事業内容：農業生産基盤整備、農村生活環境整備

補助率：５０％　（沖
縄２／３、奄美５
２％）
平成１６年度予算
額：国費　１３，９３６
百万円

内閣府大臣官房中心
市街地活性化担当室
ＨＰ
http://chushinshigaic
hi-
go.jp/support/H16_3/

農林水産省
美の里づくりコンクー
ル

2005

国民共通の財産である美しい、農山漁村を守り、育て、
次の世代に継承していくために、地域の創意工夫を活か
した農山漁村の景観づくりの優れた取組事例を表彰し、
これら農山漁村の美しい景観とその保全・形成の取組を
全国に広める。

農山漁村の美しい景観を生み出す活動や取組をし
ている団体（複数団体の共同も可）

農林水産省、オーライニッポン、（財）
農村開発企画委員会　が主催。

nousui(H16).htm
◆（財）農村開発企画
委員会ＨＰ
http://www.rdpc.or.jp
/binosato-
kon/h18binosato/ind

林野庁
森林居住環境整備事
業

山村と都市の共生・対流を図り、緑豊かな森林に囲まれ
た快適な居住環境（フォレスト･コミュニティ）を広く創出す
ることとし、居住地周辺の森林、山村地域の定住基盤、
森林整備の基礎となる骨格的な林道等の整備を総合的
に実施することにより、森林を基軸とした居住環境の整備
を推進する。

◆事業主体：都道府県、市町村、森林組合等
◆対象事業：①フォレスト・コミュニティ総合整備事
業（森林活用基盤整備）②フォレスト・コミュニティ総
合整備統合補助事業（居住環境基盤整備、居住地
森林環境整備）

◆補助率：森林整
備等３／１０、林道
整備・施設整備
基本補助率５０／１
００
◆平成16年度予算

ex.html

◆オーライ！ニッポン
ＨＰ
http://www.kyosei-
tairyu.jp/sesaku/sesa
ku2/nourin/rin05.html

農林水産省 ｅ－むらづくり計画 2003

◆概要：現在取り組まれている農林漁業・農山漁村の情
報化に関するハード・ソフトの各種施策を、関係府省との
連携も含め有機的繋がりをもたせて効果的に実施するた
め、農林水産省が策定するＩＴ施策の柱として位置づけら
れる。
◆本計画を受け、総合的な計画の下で情報化に取り組
む市町村は、農産漁村の情報化に関する基本計画として
「e-むらづくり地区計画」を策定。
◆農林水産省はこうした市町村の取り組みに対しｈ－ど・
ソフトの各種施策で重点的に支援を行うことにより、農産
漁村の情報化モデル先進地区を作り、その効果を全国に
波及させることを目指す。

額： ３３，１８１，００

◆対象：本計画を受け、総合的な計画の下で情報
化に積極的に取組む市町村等を対象に「ｅ－むらづ
くりモデル地区」を育成。その成果をもって情報化
の推進による農山漁村の活性化を全国的に展開。

◆「食」と「農」の再生プ
ランの柱である「都市と
農山漁村の共生・対流」
を進める具体的な措置
の一つとして位置付け。

「e-むらづくり地区計画」を支援する
農林水産省の主要施策
◆農林水産省統計情報総合データ
ベース
◆農業経営ＩＴ活用支援推進事業
◆経営支援情報化施設整備事業
◆新グリーン・ツーリズム総合整備事
業のうち　グリーン・ツーリズムセン
ター確立事業
◆農村振興支援総合対策事業のうち
情報基盤整備事業
◆農村振興支援総合対策事業のうち
農村振興地理情報システム整備事
業

◆農林水産省ＨＰ
http://www.maff.go.jp
/www/press/cont/20
030709press_2b1.pdf
◆農林水産省ＨＰ
http://www.maff.go.jp
/www/press/cont/20
030709press_2.htm

農林水産省
「食」と「農」の再生プラ
ン

2002

◆水産業振興総合対策事業のうち
◆趣旨：「食」の安全と安心の確保に向けた改革に真剣
に取り組み、また、「食」を支える「農」の構造改革を加速
化するとともに、併せて、人と自然が共生する美の国づく
りを進める。①食の安全と安心の確保（消費者第一の
フードシステムを確立）②農業の構造改革を加速化（意欲
ある経営体が躍進する環境条件をつくる）③都市と農山

◆農林水産省ＨＰ
http://www.maff.go.jp
/saisei_plan/saisei_pla
n.htm
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農林水産省 むらづくり維新 2002

◆目的：「都市と農山漁村の共生・対流」「新たな集落づく
り」
◆むらづくり維新プロジェクトの推進：①むらづくり基盤整
備事業　②連携事業　③関連事業

◆中長期的な視点
に立ち、当面の5ヶ
年（平14～18年度）
を第1期対策として
全国500地区程度
において総事業費
6000億円程度を
もってむらづくりの
拠点を整備。

◆関連事業：①むらづく
り基盤整備事業；農村振
興総合整備事業（美しい
むらづくり総合整備事業
含む）（農村振興局）、中
山間地域総合整備事業
（農村振興局）、元気な
地域づくり交付金（農村
振興局）、森林づくり交
付金（林野庁）、強い水
産業づくり交付金（水産
庁）　②連携事業等；元
気な地域づくり交付金
（農村振興局）、農村振
興総合整備事業（農村
振興局）、強い農業づく
り交付金（生産局、経営
局）、強い林業・木材産
業づくり交付金（林野
庁）、強い水産業づくり
交付金（水産庁）　③関
連事業；田園整備事業
（農村振興局）、農業集
落排水事業（農村振興
局）、森林居住環境整備

◆「新たな視点」：①都市住民の期待
に応え、惹きつけるという「対流」とい
う視点からむらづくりを推進。②集落
機能を適切に発揮するため、現在の
集落を越えた体制作りを促す。③国
土交通省、総務省等の関係府省との
連携を強め、効率的で総合的な農山
漁村振興作とする。④地域の整備状
況を踏まえ、個性的で効率的な地域
作りができるよう選択の自由度の高
い事業とする。

◆農林水産省ＨＰ
http://www.maff.go.jp
/nouson/seisaku/ho
me/sub/muradukuriisi
n.htm

農林水産省
ふるさと水と土ふれあ
い事業

農業の生活条件が不利で、「過疎化」、「高齢化」が進行
している中山間地域において、中山間ふるさと・水と土保
全対策事業と連携し、土地改良施設及び農地の多面的
機能の維持保全を図り、地域活動の活性化や都市との
交流を図るためのハード面の整備を実施する。
1 計画策定事業
　 (1) 計画策定事業
　 (2) 情報収集提供事業
　 (3) 手づくり施設ふれあい保全事業
　 (4) 特認事業
2 保全整備事業
　 (1) 土地改良施設保全事業
　 (2) 土地改良施設周辺環境整備事業
　 (3) 農地保全事業
　 (4) 農地周辺環境整備事業
　 (5) 歴史的遺産保全事業
 (6) ふれあい保全活動促進施設整備事業
　 (7) 手づくり施設整備事業

事業（林野庁）、漁業集

【採択要件】
・過疎法、山村振興法、離島振興法、半島振興法、
特定農山村法による指定を受けた市町村またはこ
れに準ずる市町村であること。
・事業計画内容が当該市町村の地域住民活動の
促進に資するものであること。
・農業生産・農村生活環境の保全を図る上で必要
不可欠な土地改良施設または農地を対象としてい
ること。

◆事業の沿革
平成５～８年度 ふるさと水と土保全
モデル事業
平成９～１４年度 ふるさと水と土ふれ
あい事業
平成１５～１６年度 里地棚田保全整
備事業
平成17年度～ 元気な地域づくり交付
金

◆農林水産省ＨＰ「農
村の地域資源の課題
と対応」
http://www.maff.go.jp
/www/counsil/counsi
l_cont/nouson_sinkou
/tiikisigen_kenkyu/3/
siryo5.pdf
◆福島県ＨＰ
http://www.pref.fukus
hima.jp/nosonkankyo
/noukan/fureai/Fure
ai.htm

宮城県
豊かなふる里保全整
備事業

2004

◆目的：農業・農村の有する多面的機能の発揮と都市と
の共生・対流が図られる豊かな魅力ある農村づくりに資
するため，国庫補助事業を補完しながら，米政策改革の
推進と地産地消・アグリビジネス・グリーンツーリズムの
振興等を目的として，地域の多様なニーズに応じた農業
生産基盤・農村環境基盤・農村交流基盤の整備を総合的
に実施する。　①むらづくり総合計画の策定　②農業生産
基盤整備　③農村環境基盤整備　④農村交流基盤整備
⑤特認事業

◆採択基準：①農業生産基盤整備を行うものにつ
いては，事業工種毎の受益面積が１ｈａ以上で，総
受益面積が５ｈａ以上，受益戸数が２戸以上　②農
業生産基盤整備を行うものについては，関係農家
の権利移動や事業費負担を要する場合は，土地改
良法に基づく事業認可を受けたもの又は受ける見
込みが確実と認められる。③総事業費が１，５００
千円以上５０，０００千円未満で，工期が３ヵ年以内
④むらづくり総合計画並びに実践活動合意書の策
定を確実に行うと認められる。⑤事業の施行者が
市町村以外の場合は，市町村が総事業費の２０％

◆補助率：事業主
体…市町村のとき
県40％、市町村
60％。改良区等の
とき　県40％、市町
村20％以上、改良
区等40％以上

◆宮城県ＨＰ
http://www.pref.miya
gi.jp/muradukuri/h_sei
kat/07/index.htm

（茨城県）

（財）茨
城県農
林振興
公社

地域興しマイスター
中山間地域で地域興し活動に取り組んでいる団体や各
種組織に対して、地域興しマイスターを派遣して活動の
手伝いをする。

以上を施行者に助成する。

特定農山村地域の市町村及び地域

茨城県の特定農山村地域において、
地域活性化活動を行う団体や各種組
織が、地域の農業改良普及センター
あるいは市町村を通じて茨城県農林
振興公社に申請すれば地域興しマイ

◆（財）茨城県農林振
興公社ＨＰ
http://www.ibanourin.
or.jp/norinweb/05oko

群馬県
群馬県過疎地域自立
促進計画

県が過疎地域の町村に協力して講じようとする措置の計
画を定めたものである。

スターの派遣・支援が受けられる。

過疎地域自立促進特別
措置法（平成12年法律
第15号）第７条の規定に
基づく。

shi/mystar.htm

◆群馬県ＨＰ
http://www.pref.gunm
a.jp/cts/PortalServle
t?DISPLAY_ID=DIREC
T&NEXT_DISPLAY_ID
=U000004&CONTENT
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群馬県
ぐんまの山村
　　　　フェア

山村の自然・文化・産業の紹介を通じて、ぐんまの山村の
素晴らしさを周知し、都市住民に対して山村の魅力・役割
等への理解を促すとともに、都市と山村との相互交流の
機会を創出することで、山村地域の更なる活性化を図
る。
〔内容〕
　・地域別展示コーナー（名所、史跡、温泉、滞在施設等）
　・伝統工芸の製作実演

群馬県過疎地域自立促
進計画

◆群馬県ＨＰ
http://www.pref.gunm
a.jp/cts/PortalServle
t?DISPLAY_ID=DIREC
T&NEXT_DISPLAY_ID
=U000004&CONTENT
S_ID=4422

群馬県
ぐんまの山村体験学
習推進事業

　・郷土芸能披露
山村の機能を活用した体験学習は、都市部に生活する
子ども達の心の教育に大きな効果があると認識されてい
ることから、県内でも各市町村において積極的に推進さ
れている。
　「ぐんまの山村」を首都圏に発信すること等によりこれら
活動を積極的にＰＲし、誘客することにより山村の活性化
を図る。
〔内容〕

群馬県
利根川水系
　　上下流交流

　・モデルコースの設定
過疎化、高齢化、林業の低迷による森林の荒廃などの本
県の水源地域が抱える諸問題を利根川水系全ての人々
に理解してもらい、水源と水を育む森林の保全に積極的
に協力してもらう。
〔内容〕
　・本県と東京都の住民の交流
　　(ダム見学、間伐体験、自然観察会、植林体験)
　・啓発活動（ホームページ運営等）

◆群馬県ＨＰ
http://www.pref.gunm
a.jp/cts/PortalServle
t?DISPLAY_ID=DIREC
T&NEXT_DISPLAY_ID
=U000004&CONTENT
S_ID=4422

群馬県
グリーン・ツーリズムビ
ジネス育成

　グリーン・ツーリズムの推進により山村地域の活性化を
図るため、グリーン・ツーリズム普及のための各種事業を
展開する。
［内容］
・グリーン・ツーリズム体験フェアの開催
・グリーン・ツーリズム研究大会の開催
・グリーン・ツーリズムキャラバン、シンポジウム等の開催
・その他、市町村等との連携のもと、県内外でぐんまのグ

◆群馬県ＨＰ
http://www.pref.gunm
a.jp/cts/PortalServle
t?DISPLAY_ID=DIREC
T&NEXT_DISPLAY_ID
=U000004&CONTENT
S_ID=4422

群馬県
農村振興総合整備統
合補助事業

リーン・　ツーリズムをＰＲする。
農地や農業用水、自然や景観、歴史や文化等の地域資
源を活用して、活力と個性ある地域づくりを進めるため、
農業生産基盤整備の整備と農村生活環境の整備を総合
的に実施する。

群馬県
中山間地域総合整備
事業

農業の生産条件が不利な中山間地域を対象に農業生産
基盤の整備と農村環境基盤の整備を総合的に実施す
る。
・高付加価値型農業を確立するための生産基盤及び　施
設用地の整備
・土地利用型農業の生産性向上のための生産基盤の
整備

◆群馬県ＨＰ
http://www.pref.gunm
a.jp/cts/PortalServle
t?DISPLAY_ID=DIREC
T&NEXT_DISPLAY_ID
=U000004&CONTENT

群馬県
田園空間整備事業

・生活環境の向上のための生活環境基盤整備

農村の有する豊かな自然、伝統、文化等の多面的機能
を再評価し、ほ場整備により優良農用地を確保しつつ伝
統的農業施設や農村景観等の保全事業を実施する。

S_ID=4422

◆群馬県ＨＰ
http://www.pref.gunm
a.jp/cts/PortalServle
t?DISPLAY_ID=DIREC
T&NEXT_DISPLAY_ID
=U000004&CONTENT

群馬県
田園自然環境保全整
備事業

多様な生態系や景観等農業・農村の持つ多面的機能の
維持保全を行う。

S_ID=4422
◆群馬県ＨＰ
http://www.pref.gunm
a.jp/cts/PortalServle
t?DISPLAY_ID=DIREC
T&NEXT_DISPLAY_ID
=U000004&CONTENT

群馬県
里地棚田保全整備事
業

中山間地域の里地や棚田が有している水源かん養機
能、環境保全等、多面的機能を維持保全するため地域
条件に即した簡易な農業生産基盤の整備を進める。

S_ID=4422
◆群馬県ＨＰ
http://www.pref.gunm
a.jp/cts/PortalServle
t?DISPLAY_ID=DIREC
T&NEXT_DISPLAY_ID
=U000004&CONTENT

群馬県

元気な地域づくり交付
金（旧新山村振興等農
林漁業特別対策事業）

農林漁業振興、就業所得機会創出、山村・都市交流促
進、自然景観保全推進、定住促進生活環境整備、高齢
者・女性等生きがい発揮促進に関する事業

１振興山村
２過疎地域
３特定農山村
　地域
４上記の準ずる地域

S_ID=4422
◆群馬県ＨＰ
http://www.pref.gunm
a.jp/cts/PortalServle
t?DISPLAY_ID=DIREC
T&NEXT_DISPLAY_ID
=U000004&CONTENT
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群馬県
強い林業・木材産業づ
くり交付金事業

◆林道、作業道等の基盤整備
◆担い手確保条件整備のための作業環境施設等の整
備等

財政力指数が0.35以下の場合

◆群馬県ＨＰ
http://www.pref.gunm
a.jp/cts/PortalServle
t?DISPLAY_ID=DIREC
T&NEXT_DISPLAY_ID
=U000004&CONTENT

群馬県
森の恵み・きのこの里
整備事業

特用林産物の振興を図るため、生産・出荷施設整備等に
対する助成を行い､産地体制の整備を進める｡ 構成員３名以上の団体を対象とする。

S_ID=4422
◆群馬県ＨＰ
http://www.pref.gunm
a.jp/cts/PortalServle
t?DISPLAY_ID=DIREC
T&NEXT_DISPLAY_ID
=U000004&CONTENT

群馬県
森林整備地域活動支
援交付金

森林整備の実施に不可欠な森林の現況調査や歩道の補
修などの地域活動に対して交付金を交付し、森林の整備
を支援する。

1)対象森林
森林施業計画の認定を受けた森林（30ha以上の
まとまりを有する森林）で、
・35年生以下又は、一定の条件を満たす36〜45年
生の人工林
・除伐等の保育作業を実施した60年生以下の天然
林
(2)対象者
森林施業計画の認定を受け、市町村長と協定を
締結した森林所有者等
(3)対象行為

S_ID=4422

◆群馬県ＨＰ
http://www.pref.gunm
a.jp/cts/PortalServle
t?DISPLAY_ID=DIREC
T&NEXT_DISPLAY_ID
=U000004&CONTENT
S_ID=4422

群馬県
地場産業活性化総合
支援

･@森林の現況調査　･A施業実施区域の明確化

地場産業の総合支援：地場産業の商品企画力の向上や
販売力の強化、県内産原材料を使用したブランド化など
を総合的に助成する。

◆群馬県ＨＰ
http://www.pref.gunm
a.jp/cts/PortalServle
t?DISPLAY_ID=DIREC
T&NEXT_DISPLAY_ID
=U000004&CONTENT

群馬県
マーケティングアドバ
イザー制度

地場産業関連企業等の商品企画力・販売力の強化のた
め、マーケティングの専門家を派遣し、その謝金・旅費の
一定額を県が負担する。

１企業５日以内。

S_ID=4422
◆群馬県ＨＰ
http://www.pref.gunm
a.jp/cts/PortalServle
t?DISPLAY_ID=DIREC
T&NEXT_DISPLAY_ID
=U000004&CONTENT

群馬県
県ふるさと伝統工芸品
指定・振興事業

県ふるさと伝統工芸品指定・振興事業

S_ID=4422
◆群馬県ＨＰ
http://www.pref.gunm
a.jp/cts/PortalServle
t?DISPLAY_ID=DIREC
T&NEXT_DISPLAY_ID
=U000004&CONTENT

群馬県
地域住民ふれあい活
動事業費補助

地域住民自ら主役となって、地域リソースを活用し、地域
の特性を活かした「助け合い・支え合いのネットワークづく
り」に取り組む事業に対し補助する。

S_ID=4422
◆群馬県ＨＰ
http://www.pref.gunm
a.jp/cts/PortalServle
t?DISPLAY_ID=DIREC
T&NEXT_DISPLAY_ID
=U000004&CONTENT

群馬県
群馬県シルバー人材
センター等事業費補助

高年齢者の就業対策及び生きがい対策を推進するミニ
シルバー人材センターの運営費について補助を行う。

S_ID=4422
◆群馬県ＨＰ
http://www.pref.gunm
a.jp/cts/PortalServle
t?DISPLAY_ID=DIREC
T&NEXT_DISPLAY_ID
=U000004&CONTENT

群馬県
一郷一学「学」
づくり補助

「一郷一学」運動の推進に必要なソフト事業に係る経費に
ついて補助する。

S_ID=4422
◆群馬県ＨＰ
http://www.pref.gunm
a.jp/cts/PortalServle
t?DISPLAY_ID=DIREC
T&NEXT_DISPLAY_ID
=U000004&CONTENT

群馬県
地域資源活用ふるさと
づくり支援事業費補助
金

山村を支える人々の生活を守り、誇りと自信に満ちた地
域づくりと地域の自立に向け、地域資源を活用した施設
整備等を支援する。
適債事業や他の助成を受ける事業を除く。

S_ID=4422
◆群馬県ＨＰ
http://www.pref.gunm
a.jp/cts/PortalServle
t?DISPLAY_ID=DIREC
T&NEXT_DISPLAY_ID
=U000004&CONTENT



、

③定住促進システム：中山間地域に魅力を感じ、定住し
たいという人を増やすため、暮らしや就農の支援、産業

16年度）

群馬県 地域興しマイスター

地域興しマイスターとは、農業農村等の地域活性化に関
わる分野から幅広く選定された専門家で、グリーン・ツー
リズムの推進など、農業農村や中山間地域等の地域興し
を支援するのに必要な知識・技術・経験を有しています。
地域の要請に基づいて県が派遣し、必要な支援や助言、
調査・研究等を行う。
　また、地域興しマイスターに登録されている者以外の者

市町村が派遣要請
元の場合は、原則
として派遣に必要な
経費は市町村負担
となるが、本制度が
普及するまでの当
分の間は、県の全

◆群馬県ＨＰ
http://www.pref.gunm
a.jp/cts/PortalServle
t;jsessionid=8CD1715
773E5A91529B3518C
1F39EEC3?DISPLAY_
ID=DIRECT&NEXT_DI

栃木県
「わがまち自慢」推進 2006-

でも地域の要請に応じ、県が派遣し、必要な支援等を行
う。

協働して地域の多様な資源を活かした活動を行う地域づ
くり団体及び市町村に対して、交付金を交付することなど

額負担でマイスター
等の派遣が受けら

事業主体：市町村及び地域づくり団体（間接交付）
対象事業：住民及び市町村が発案し実施する地域

SPLAY_ID=U000004&
CONTENTS_ID=2400
◆栃木県ＨＰ
http://www.pref.tochi

新潟県

事業

ニューにいがた里創プ
ラン

2008

1994

による支援を行う。
づくり事業（ソフト・ハード事業）を市町村のまちづく
りの考え方のもとに１つのパッケージとしたもの

里創プランは、住民の日常的な生活圏域である広域市町
村圏を基本的な単位として構成市町村が一体になって個
性的なプロジェクト（ハード、ソフト併用）を展開することに
より、広域連携と地域活性化の起爆剤を目指すものであ
り、次のような基本的な視点に立脚するものである。
① 統一コンセプトに基づき、地域の魅力を活用：地域に
存在する多様な資源（自然、歴史、文化、産業等）を調
査、分析し、統一的なコンセプトのもとに資源や人材を活
かしたプロジェクトとする。
② 市町村の広域的な連携：広域的な地域経営の視点に
立ち、市町村相互の人材や財源、各種施設を効率的に
活用するとともに、広域的連携、機能分担を進める。
③ 住民の主体的な参画：計画策定の検討段階から住民
や有識者に加わってもらい住民の意向を十分に反映さ
せ、真の豊かさに向けた地域づくりプロジェクトとする。
④ 実効性のあるプロジェクト：本プロジェクトは、地域の
個性を活かし、住民にとって誇りとなりうるもので、広域行

具体的事業として、①越
後妻有アートネックレス
事業（十日町地域：1市4
町1村）②阿賀ライン交
流圏（五泉地域：1市3町
3.村）③妙高四季彩博物
園（新井頚南地域：1市2
町2村）④都岐沙羅ふれ
あいのまち（岩舟地域：1
市町4村）⑤スマート・リ
ンク・プラン（柏崎地域：1
市2町1村）⑥「奴奈川姫
の里」変身劇場（糸魚川
地域：1市2町）

gi.jp/project/mytown
/mytown.htm

◆新潟県ＨＰ
http://www.pref.niigat
a.jp/chiikishinko/mur
akami/kikakushinko/ri
soplan/pdf/risouplan_
pamf_1.pdf
◆ＮＰＯ　にいがた奥
阿賀ネットワーク　Ｈ
Ｐ
http://www.okuaga.jp
/risou.htm

（新潟
県）

山北町
魅力ある集落づくり事
業

1989

政組合事業、市町村事業及び民間事業等を効果的に組
み立て、着実に事業効果の発現が見込まれるものとす山北町では 地域づくりの基本を「集落」に置いていま
す。
　集落の自然、伝統文化、生業などの「地域資源」を、そ
こで暮らす人々が主人公となり「いかし、磨き上げ」創意
工夫により実践する事業として「魅力ある集落づくり事
業」を平成元年度から行ってる。
この事業の視点：
◇”ありありづくし”の意識改革
◇ありのままの集落で普段着の発想
◇等身大で自給自足の再生
魅力ある集落づくり事業は、平成元年に策定された山北
町観光開発基本計画を具現化する取り組みとして、「海、
山、川の恵まれた自然、地域固有の伝統文化、魅力ある
人や技を活用しながら、住んでいる人たちの手でその地

事業の取り組みは、四十八の集落ごとに委員会を
組織して、まず集落の光（資源）の掘り起しから始ま
り、計画策定、そして実施へと進められた。
事業は、集落表示看板の設置、ミニ公園などの
ハード事業や交流イベントの開催など、多彩な内容
となったが、基本になったのは「みんなの手作りで、
等身大の事業を実践する」ことだった。

平成元年に策定された
「山北町観光開発基本
計画」を具現化する取り
組みとして。

こうした集落づくり事業から発展し
て、新たな起業への取り組みも始
まっている。
魅力ある集落づくり事業は、十五年
以上を経過し、その成果によって来
訪者が増えている半面、集落間の意
識格差が生ずるなど、過渡期を迎え
ており、いま一度原点に立ち返って
見直していく必要がある。

◆新潟県北山町ＨＰ
http://www.town.san
poku.niigata.jp/syuura
ku/syuuraku04-1.htm
◆（財）地域活性化セ
ンターＨｐ「月刊地域
づくり」
http://www.chiiki-
dukuri-
hyakka.or.jp/book/mo
nthly/0510/html/t19.
html

（新潟
県）

長岡市
ながおか「活き活き集
落づくり」特区

域を光り輝かせていく」ことを基本理念とした。

都市農村交流の促進や交流機会の充実を通じて、多様
で、かつ新たな農業・農村の担い手づくりを進め、地域資
源の保全と活用の促進、地域経営の多様化につなげ、農
業・農村の活性化を実現する。このため、中山間地域や
市街地周辺の介在農地等、遊休化や耕作放棄化の進行

長岡市の一部の区域（太田地区、大積・宮本地区、
関原地区、長岡地区）

◆農地貸付方式による株式会社等
の農業経営への参入の容認
◆市民農園の開設者の範囲の拡大
が規制の特例措置として適用され

◆首相官邸ＨＰ
http://www.kantei.go.j
p/jp/singi/kouzou2/k
ouhyou/050328/dai7

（新潟
県）

刈羽村
集落活性化支援事業
補助金

が懸念される農地の多面的な利用を促すこととして、特
定法人等の農業参入機会の拡大、市民農園の開設等を
集落の活性化を促すために、集落が実施するソフト事業
に対し補助金を交付。集落づくり補助金
①集落交流の場づくり事業（集落全員を対象として交流
会、そば祭り、バーベキュー大会、納涼会等）
②文化づくり事業（講演会､集落の歴史を学ぶ会、集落史
の発行、集落の伝統芸能及び文化の継承等）
③環境づくり事業（社会奉仕､草取り及び水路清掃〈従来
の集落事業分は対象外〉、環境保全活動等）
④ふれあいの場整備事業（空家等の集いの場への改造
等）
⑤共同整備推進事業補助金（集落等〈集落に関わる任意

る。

①補助率５０％、補
助限度額３万円
②補助率７５％、補
助限度額５万円（た
だし、集落史の発
行にかかる補助限
度額は２０万円。）
③補助率７５％、補
助限度額３万円
④補助率７５％、補
助限度額３０万円

/034.pdf

◆新潟県刈羽村ＨＰ
http://www.vill.kariwa
.niigata.jp/benricyou/
service-
naiyou/syurakuhojyok
in.htm

新潟県
緑の山里・いきいき夢
プラン事業

2001-
2010

の団体も含む〉独自の創意工夫によって、地域環境を手
作りで整備するときに、必要な原材料の７５％を補助）
①地域未来システム：中山間地域で新たな地域づくりを
進めていくため、地域住民自ら地域ビジョンを作るととも
に、実現のため住民と行政とのパートナーシップの中で
地域の未来を創造していく仕組み作りをする。
②多様な交流・連携システム：地域ビジョンの実現によっ
て地域を活性化していくために、中山間地域と都市地域
の多様な交流・連携を進め、健康的でゆとりのある暮らし
作りを支える。

⑤補助率75％、補
助限度額１５万円

総事業費：37,612千
円（平成16年度当
初予算）
①17,775千円（平成
16年度）
②11,644千円（平成
16年度）
③8,193千円（平成

平成15年度末現在：地域ビジョンモ
デル地区策定集落132（最終目的の
42.6％）、定住促進に取り組む市町村
数（中山間地域市町村の46.6％）

◆財団法人東北産業
活性化センター
http://www.ivict.or.jp
/books4/pdf/3-all.pdf



備の促進に関する法律規定する特定農山村地域を
含む市町村の区域をいう。

htm

長野県 コモンズ支援事業 2004

「未来への提言・コモンズからはじまる、信州ルネッサン
ス革命」の理念に基づき、市町村、広域連合及び一部事
務組合並びに公共的団体等が行う事業に対して、予算の
範囲内で信州ルネッサンス革命推進事業支援金（以下
「コモンズ支援金」という。）を交付する。

◆支援対象：市町村、広域連合、一部事務組合
公共的団体等（県内に事務所を有する公共的活動
や地域づくり活動を行うＮＰＯ、協議会等）
◆支援事業：（安心・安全な暮らしの支援、地域交
通の確保、県境地域等の活性化、やさしいまちづく
り、健康な暮らしの応援、美しいまちづくり、魅力あ
る観光の創出、コモンズビジネスの支援、ゆたかな
森林づくり、協働型のむらづくり、特色ある学校づく
り、その他の地域活性化）の中で、①先駆的でモデ
ル性が高く、かつ、他の地域への普及が期待され
る事業 ②事業効果が広域市町村圏を越えて広範

「未来への提言～コモン
ズからはじまる、信州ル
ネッサンス革命～」

「コモンズからはじまる、信州ルネッ
サンス」とは、地域の「大切なもの」を
自分たちの手に取り戻し、守り育んで
いくことを通じて、ゆたかな社会を未
来に向かって創り出していこうとする
運動である。その中心におかれるべ
きは、「市民一人ひとり」であり、市民
が暮らす「地域」であり、信頼と協力
の絆で結ばれた「コモンズ」である。

◆長野県ＨＰ
http://www.pref.naga
no.jp/kikaku/comosei
t/comosei/rune/rune
top.htm

長野県
個性と魅力あふれる
集落づくり

農業・農村の持つ地域資源を活かした集落づくりや営農
の仕組みづくりなど、農村集落の自律に向けた取り組み
を支援するもの。農業者等地域住民を主体とした「むらづ
くり委員会など」が事業主体となって、「農の営み」を基本
とした集落の自律・営農の仕組みづくり・集落の環境保全
等集落の活性化に寄与する事業に対して補助した。

に及ぶものと認められる事業 ③県が実施する事業
と同様の目的を有する事業で、当該目的の推進に

農政部おらのむらづくり支援チーム会議で審査の
上２３地区を選定

◆事業予算額　５，
０００千円（平成１６
年度６月補正）

１地区当たりの標
準的な事業費は５０
万円とし、補助率は
２分の１以内として
いる。

◆長野県ＨＰ
http://www.pref.naga
no.jp/nousei/nouson/
tiiki/oramura.htm

（長野
県）

宮田村 地域づくり支援事業

地方自治の本旨である住民自治を基調として、住民が創
意工夫と自主性によって、個性ある地域づくりに要する経
費に対し予算の範囲で、この要綱に定めるところにより、
補助金を交付する。

◆対象者：（１） 地縁による団体又はこれに準ずる
団体（２） その他村長が特に認める団体
◆対象事業：次の各号に該当するもので、村の他
の補助を受けていない事業とする。
（１） 地域の環境整備を図る事業
（２） 地域資源を活用した事業
（３） 地域を支える人づくり、仕組み作りの事業
（４） 地域のイメージアップのための事業
（５） その他村長が認めた事業

補助金の額は事業
に要する経費の１０
分の１０以内で、１
事業当たり１５万円
を限度とする。ただ
し、事業費のうち飲
食費及び人件費は
除く。

◆長野県宮田村ＨＰ
http://www.vill.miyad
a.nagano.jp/jiritu/tiiki
dukurisien/tiikidukuris
ien.html

長野県
地域発　元気づくり支
援金

2007

◆対象者：市町村、広域連合、一部事務組合公共
的団体等（ＮＰＯ法人、地域づくりを行うグループや
協議会など）
◆対象事業：自らの知恵と工夫により自主的、主体
的に取り組む地域の元気を生み出すモデル的で発
展性のある事業のうち、次に掲げる事業を対象とす
る。
（１）地域協働の推進に関する事業
（２）保健、医療、福祉の充実に関する事業（少子化
対策事業を含む）
（３）教育、文化の振興に関する事業
（４）安全・安心な地域づくりに関する事業（防災、防
犯、交通安全対策等）
（５）環境保全、景観形成に関する事業

支援金の交付額
（１）道路、水路、建
物等の建設又は改
修、１件10万円以
上の備品の取得な
どのハード事業
３分の２以内
（２）ソフト事業
（ハード事業以外）
１０分の１０以内

平成17年度から実施しています「信
州ルネッサンス革命推進事業支援金
（コモンズ支援金）」は廃止され、平成
19年度からは「地域発　元気づくり支
援金」が創設されます。

◆長野県ＨＰ
http://www.pref.naga
no.jp/soumu/shichos
on/genki/genkisienkin
bosyu.html

（長野
県）

小谷村 集落起業事業
2005-
2006

集落ごとの課題の解決と集落活性化のため住民全員参
加による事業を起こすため支援する。役場職員が担当制
で集落に配置し、村の考え方や施策を説明した上で、集
落が活性化するための課題を探り、住民がこの課題解決

（６）産業振興、雇用拡大に関する事業
（７）その他地域の元気を生み出す地域づくりに資

小谷村の52集落

◆活性化活動の
1/2若しくは15万円
限度として支援す
る。

◆長野県小谷村ＨＰ
http://www.vill.otari.n
agano.jp/mura/gyosei
/komonzu/itupan/syu

福島県
福島県地域興しマイス
ター派遣等指導事業

のため直結した事業を実施する。

中山間地域活力の維持・活性化を図るために活動をして
いる中山間地域のグループ等に対して、地域資源の生か
し方を実践的に指導・助言する地域興しマイスターを派遣
し、中山間地域の活性化を図ろうとする事業。

派遣対象：①活動基盤となる地域の全部または一
部が中山間地域等②活動基盤となる地域に賦存す
る資源を活用して新たな所得の確保を目指そうとす
る組織③活用する資源及びその活用方策について
の基本的な整理がなされている。

◆資材等に要する
経費として１件50万

地域興しマイスター
の派遣に要する費
用のうち、謝金及び
旅費については、
予算の範囲内で県
が負担。現地での
指導に要する材料
費、その他経費に
ついては派遣を受

地域興しマイスターの分野①経営②
加工③流通④工芸⑤文化⑥景観⑦
交流⑧その他知事が必要と認める分
野

uraku.htm

◆福島県ＨＰ
http://www.pref.fukus
hima.jp/nosanson/kat
uryoku/tokuno/
◆福島県ＨＰ「福島県
地域興しマイスター派
遣等指導事業実施要
領の運用について」
http://www.pref.fukus
hima.jp/nosanson/kat

埼玉県
埼玉県中山間地域ふ
るさと基金条例

1995

農地の機能を良好に発揮させ、並びにその土地改良施
設及び農地の利用に係る地域住民の共同活動の活性化
を図るために要する経費の財源に充てるため、埼玉県中
山間地域ふるさと基金（以下「基金」という。）を設置する。

ける組織が負担。

　中山間地域（山村振興法の規定により指定された
振興山村を含む市町村の区域）、過疎地域活性化
特別措置法に規定する過疎地域及び特定農山村
地域における農林業等の活性化のための基盤整

uryoku/tokuno/outlin
e..pdf

◆埼玉県ＨＰ
http://www.pref.saita
ma.lg.jp/A06/BZ00/c
husankan/kikinjourei.



定まった様式はないが、(1)から(4)までのそれぞれの目標
と、(1)と(4)については、実践のための当面（3年間）のプ

る。

神奈川県
神奈川県中山間地域
等農業活性化支援事
業

2000-
2004

平地と中山間地域等の農業生産条件の格差を考慮し
て、10アールあたりの交付単価が設定されている。
◆農業生産活動として取り組む行為（必須事項）
・耕作放棄の防止活動
・農道や水路の管理
◆多面的機能を増進する活動（選択的必須事項）
・土壌流亡に配慮した営農の実施
・景観作物の作付け

◆特定農山村法、山村振興法の指定地域等
対象となる農用地：農振農用地区域内で、１ヘク
タール以上の一団にまとまりがある、①急傾斜な農
用地②地形などの自然条件により小区画・不整形
な農用地③市町村長が特に認めるもの（緩傾斜な
農用地、高齢化率が40％以上の農用地、耕作放棄
率が水田８％以上、畑15％以上の農用地）
◆対象者：集落での話し合いにより集落協定等を

農林水産省→都道
府県→市町村→集
落

中山間地域等直接支払
制度

◆神奈川県ＨＰ
http://www.pref.kana
gawa.jp/osirase/noti/
koukai/aram.htm

静岡県
一社一村しずおか運
動

2005

・市民農園や体験農園の設置
・オーナー制度の導入
一社一村運動の目的は協働活動による地域の活性化。
農村の要望である「人手がほしい」「交流を増やしたい」
「安定した顧客がほしい」「一緒に特産品を開発したい」
と、企業の要望である「社会貢献をしたい」「社員の福利
厚生に活用したい」「地域の資源をビジネス化したい」の
ニーズを結びつけ、協働活動を行うことで、都市と農村の
交流が生まれ、地域の活性化を促進するという仕組み。

結び、５年間以上継続して耕作や農用地の保全管
理を行う農業者

条件は特にない。趣旨に賛同すれば、参加可能。

県の役割
①農村と企業の相
互の情報の収集と
発信
②企業と農村の間
に入り活動に至る
までの提案やコー

この運動のモデルとなっているのは、
2004年から韓国が国を挙げて実施し
ている「農村愛一社一村運動」で、既
に7000の企業がこの運動に参加して
活動を広げており、農村地域の活性
化対策として注目を集めている運

◆静岡県ＨＰ
http://www.pref.shizu
oka.jp/nousei/ns-
19/issyaisson/about.
html

富山県
都市との交流による農
山漁村地域の活性化
に関する条例

2003

（耕作放棄地の復元、農地オーナー制への参加、農村観
光ビジネスでの提携等）

ディネート（必要に
応じ）

動。

県民の共通理解の下に交流地域活性化に関する施策を
総合的かつ体系的に推進することにより、農山漁村地域
の活性化を図り、もって活力ある県土の形成に資するこ
とを目的とする。
①都市と農山漁村とが活発に交流し、かつ、相互に補完
し、及び協力し合うことにより、農山漁村及び農林漁業の
有する多面的機能の維持向上並びに農山漁村地域の活
性化が図られること。
②農山漁村の有する地域資源を生かした交流施設の整
備等により、農山漁村における就業の場の確保及び地域
住民の生活の安定向上が図られること。
③農林漁業等に関する教育を普及することにより、農山

◆富山県ＨＰ
http://www.pref.toya
ma.jp/sections/1103/
reiki_int/reiki_honbun/
ai00110861.html

兵庫県
ひょうご美しいむらづく
り

漁村の有する多面的機能について県民の理解が深まる
とともに、県民の郷土を愛する心がはぐくまれること。

地域住民自らが創意工夫により地域資源を保全・活用し
て地域の元気を引き出す「ひょうご美しいむらづくり」を農
山漁村づくりの基本方向として位置づけ、アドバイザーの
派遣などにより、住民主体の取り組みを支援し、実践地
域を拡げる。
また、地域間の連携を促進し、地域資源の多様な活用な
ど取り組みの発展や充実を図る。
平成16～18年度に、モデルとなる県下90ヶ所の集落に対
して、住民の主体的な取り組みのもとアドバイザーの派
遣を実施。この90集落の活動をもとに、全県的に活動を
展開していき、年間30集落程度のアドバイザー派遣を進
める。平成27年度（2015）には、360集落でのアドバイザー
派遣などによる地域住民主体の美しいむらづくりの実践
を目標とする。

県全体（①農村漁村の住民は、自ら描いた地域の
目指す姿の実現に向けた取り組みを実践、②都市
住民は、地域で実践される景観の保全などに参加
③県は市町と連携し、こと地域づくりを支援　し、全
県的展開を図る）

下記の構成事業により、推進を図
る。
◆ひょうご美しいむらづくりアドバイ
ザー派遣事業
 集落の景観、文化等の地域資源を
保全・活用する美しいむらづくり実践
計画を策定・実践しようとする地域に
対し助言、指導等を行うアドバイザー
を派遣し、支援。
平成18年度予定：新規30集落（各集
落に3回程度アドバイザー派遣）
◆実践地区ステップアップ事業
 平成16,17年度実践地区等で取組み
が停滞している地区や取組みの更な
る向上をめざす地区に対し、県下の
モデル集落になるための支援を実
施。
平成18年度予定：12集落（各集落に2
回程度アドバイザーを再派遣）
◆ひょうご美しいむらづくり啓発事業
 美しいむらの価値を高め、美しいむ
らづくり実践集落の拡大や、実践集
落の意欲の向上、むらづくりに取り組
む人々の意欲の向上を図るため、コ
ンクールを開催。
 美しいむらづくりの取り組みを広く県

◆兵庫県ＨＰ
http://web.pref.hyogo
.jp/af08/af08_000000
010.html

兵庫県
地域農業活性化総合
支援事業

2005

集落自らがその目指す姿と実現を図る方策を、「集落農
業活性化プラン」として策定し、さらにその実践活動を実
施する。市町、農協、県民局等関係機関の実務者で構成
される「市町支援班」が支援。
合意形成の基本は、(1)農地の管理、(2)作業、(3)農業機
械・施設、(4)担い手。
みんなに共通性の高いものから合意形成を図っていき、

1,000集落

民に広め、各地域における地域づくり
の参考とし、全県的展開を推進する

「10年後に集落の中で耕作できない
者が出てきたらどうするのか？」「農
地を、どのような農作業管理体制で、
誰が担うのか？」、さらには、「このた
めに必要な条件整備は何か？」と
いった視点に立った、合意に基づく活
動によって、集落の課題解決を進め

◆兵庫県HP
http://web.pref.hyogo
.lg.jp/af03/af03_0000
00005.html



・集落活性化事業交付金： 活性化事業 事業費×１
／２

（鳥取
県）

智頭町
日本1／0村おこし運

動
1997

０から１、つまり無から有への一歩こそが建国の村おこし
精神となることから名付けられている。各集落の自治を高
めことによって、町の活性化を図るものである。この運動
をとおして住民、集落、町が自主性、開放性をもった活気
ある社会を作り出そうという試みである。町は参加集落に
対して１０年間の活動を支援することになっている。参加
集落は全住民で参加すること、自らの責任によってボラン
ティアで活動すること、町のアドバイザーを受け入れるこ
と、運営資金は各戸５０００円の年会費、寄付金、事業収
益、補助金等をあてることがきまりである。　運営の基本：
１、村の誇り（宝）を創造する。（村の誇り（宝）づくり）２、住
民自らの一歩による村づくりと絆づくりを行う。（住民自
治）　３、村の将来を見据えた計画をつくる。（計画策定）

◆補助金交付対象：集落振興協議会、地区振興協
議会
◆交付対象事業：事業者が、創意と工夫により地
域の特色を活かしたソフト事業で、他の補助金等の
交付を受けないものとする。

町→集落

参加集落（智頭町８９集落中１６集
落）

１９９７年 市瀬、本折、白坪、新田、
中田、波多、早瀬
１９９８年 五月田、中原
１９９９年 上町
２０００年 岩神、芦津、奥西、早野
２００１年 中島
２００２年 浅見

◆智頭町ＨＰ
http://www.town.chiz
u.tottori.jp/reiki/docu
ment/main/ma00000
027.htm

鳥取県 自立支援交付金 2005

４、外の社会（海外や都市）との交流を図る。（国内外交
流）５、村の生活・地域文化の再評価を行ない、付加価値

「市町村振興交付金」「中山間地域活性化交付金事業」
「若者地域づくり支援事業」などの支援制度を統合一元
化した「自立支援交付金」を平成17年度に創設した。この
事業は、様々な「地域の自立」に向けた活動を育成支援
していくため、県が市町村や集落だけでなくNPOや個人、
地域、民間企業に対しても直接交付金を交付するもので
ある。「自立支援交付金」は、従来の「中山間地域活性化
交付金」に比べ、対象を個人やNPO、地域団体、民間企
業などにまで広げて、各セクターの自発的な地域づくり活
動を県が直接支援する形態をとっている。
　また、交付対象となる具体的な事業内容も、「それぞれ
の分野での自立」につながると考えられる取組でソフト事
業的な取組が主眼であれば、それに付随するハード整備
も対象とすることができるなど、柔軟性を持たせることに
より、より各地域の実情に合った取組を支援している。
　この交付金は、プレゼンテーションによって審査を行
い、その内容により採択が決定する。プレゼンテーション
は、年3回（原則として4月・7月・9月）実施され、平成17年
度は合計65件の応募があり、うち53件が採択されてい
る。

鳥取県では、地方分権時代にあっ
て、市町村の主体性や独自性を発揮
した地域づくりを支援するためにはや
る気のある地域の取組を支援するシ
ステムに変えていく必要があるとの
考えのもと、平成13年度に中山間地
域を対象とする「中山間地域活性化
交付金事業」をスタートさせた。
　この事業は、それまでの補助事業
を廃止し、交付金の使い道を住民が
自ら考え、自己責任のもと企画・実行
する企画提案型の事業システムをと
ることにより、やる気のある地域の活
性化活動を支援することを目指した
ものである。
　設立初年度は、市町村内の集落に
対する支援としての「地域振興事業」
のみであったが、次年度（平成14年
度）からは、これに加え市町村又は
市町村が認めた団体に対しても支援
する「地域創造事業」を加え、事業内
容の充実を図ってきた。
　この「中山間地域活性化交付金事
業」の実施により、地域の活力が向
上し、地域自治の芽が生まれてきた
などの成果が得られたことから、平成
17年度、地域活性化を支援する他の
事業と統合し、「振興、活性化」に次

◆文部科学省ＨＰ
http://www.mext.go.j
p/a_menu/shougai/ch
iiki/chousa/06051210
/035.htm

（鳥取
県）

湯梨浜
町

湯梨浜町集落づくり総
合交付金

地域の活性化、合併後の均衡ある住みよいまちづくりを
推進するため、集落の運営費や防災活動、その他福祉
活動など自主的な集落づくり活動などに対して、交付金を
交付。

・集落区運営交付金：区長等経費補助（連絡事務
経費） 均等割　５０,０００円
世帯割１,０００円×世帯数
※世帯数は当該年度の４月１日現在 年額
集落運営費
（集落の一般活動分） ２,０００円×世帯数
※世帯数は当該年度の４月１日現在
・自主防災組織運営交付金：均等分 ５,０００円 年
額
訓練活動分 ５００円×参加世帯数×回数
回数は３回まで
上限：９０,０００円
機械維持管理分 ５,０００円
・納税奨励事業交付金：納税組合設置均等分 ５,０
００円 年額
納税奨励活動分 ２００円×組合員数
・防犯灯維持管理交付金：維持管理費 ２,４００円×
管理灯数
※管理灯数は当該年度の４月１日現在とする 年額
・防犯灯設置交付金 ：防犯灯設置費
（集落が維持管理するもの） 事業費×１／２
１基当り５０,０００円を限度

ぎ「自主自立」に向け支援する新たな
事業として「自立支援交付金」を設立

（１）自主防災組織運営交付金の訓
練活動分には、消防・防火訓練、防
災避難訓練、防災・防火等に関する
講習会・研修会へ出席などが該当。
（２）納税奨励事業交付金の納税奨
励活動分は、町税の納期内納付の
促進活動、組合員研修会や組合長
会議への出席、口座振替の推進、組
合未加入者の加入促進などを２回以
上実施の場合が該当。
（３）集落活性化事業交付金は、地区
内道路及び側溝の清掃・美化活動、
公民館の修繕作業、高齢者とのふれ
あい行事、伝統行事の保存活動、運
動会・スポーツ大会・芸能大会・盆踊
り・文化祭などの住民交流、その他
活性化に有用な事業が該当。

◆湯梨浜町ＨＰ
http://www.yurihama.
jp/page.cgi?p=1504



う。
料理、都市農村交流などと多岐にわ
たっている。

html

（鳥取
県）

鳥取市
むらづくり活性化特別
対策事業

1997

◆目的：本市の農山漁村における兼業化、混住化並びに
高齢化等の問題に対処しつつ、生産性の高い農林水産
業の確立と、自主的で活力ある農山漁村の建設を目指し
て、地区むらづくり団体、集落、実践集団による農村地域
の活性化のために各種活動、施設整備等を行う者に対し
支援助成を行うことにより、農山漁村の活性化に資する。
◆事業内容：(1) ソフト事業；むらづくり活性化構想の実現
に資するイベント、都市農村交流等の事業
(2) ハード事業；①むらづくり構想の実現に資する各種施
設・機械等の整備事業②むらの特産品、伝統芸能等「わ
が村自慢」の看板の設置事業

◆事業主体：活性化構想を策定した地区むらづくり
会議、集落及び５人以上で構成される団体

◆補助率：①当該
事業費の１／２以
内
（ただし、1，000，
000円が上限）②年
間１事業
◆ソフト事業につい
て：①毎年定期的
に実施するイベント
については、前年と
同規模、同内容の
ものについては補

市は、毎年度予算
の範囲内におい
て、本事業の実施
に要する経費につ
いて事業実施主体
に補助。

◆鳥取市ＨＰ　とっと
りドットＣｉｔｙ
http://www.city.totto
ri.tottori.jp/cgi-
bin/odb-
get.exe?WIT_template
=AC020000&WIT_oid=
icityv2::Contents::117
30

島根県
島根県中山間地域活

1999

※　ただし、活性化構想の策定が条件

過疎化及び高齢化が急速に進行し、地域社会の維持存
続が困難な状況にある県内の中山間地域の活性化を図

助対象外とする。②
過度に高価な飲食

中山間地域。この条例において「中山間地域」と
は、産業の振興、就労機会の確保、保健・医療・福
祉サービスの確保その他の社会生活における条件

◆島根県ＨＰ
http://www2.pref.shi

島根県

性化基本条例

中山間地域集落維持・
活性化緊急対策事業 1999-

り、もって県民の福祉の向上に資することを目的とする。

中山間地域の高齢化率３５％以上の集落に、それぞれの
現状をふまえた「集落活性化プラン」を策定してもらい、そ

が不利な地域であって、当該地域の振興を図る必
要があると認められる地域として規則で定める区域

中山間地域の高齢化率３５％以上の集落 県→市町村→集落
県内１３７４集落で、住民の話し合い
が行われ、集落の維持・活性化に向

mane.jp/teiju/mrjoure
i/index.html

◆島根県ＨＰ
http://www.pref.shim
ane.lg.jp/chiikiseisaku

島根県

（通称：集落１００万円
事業）

中山間地域活性化計

2001

1999-

の取り組みに必要な経費（上限１００万円）を市町村を通
じて交付する事業。

中山間地域における問題を克服し、豊かで住み良い中山
間地域の形成を図るため、平成8年に策定した「島根県
中山間地域活性化基本構想」に基づく具体的な施策を体

「島根県中山間地域活性化基本条例」第2条に定め
る地域。過疎地域（過疎地域自立促進特別措置法
に基づく）、特定農山村地域（特定農山村法に基づ

けた多様な取り組みが行われた。

「島根県中山間地域活
性化基本条例」の第4条

/chusankan_k/sikkk_ji
gyou.html
◆島根県ＨＰ
http://www.pref.shim
ane.lg.jp/chiikiseisaku

島根県

画

元気な集落づくり事業

2004

2002-
2006

系化し、中山間地域対策を総合的かつ計画的に推進す
ることを目的とする。

く）、辺地（辺地法に基づく）、これらと同等に条件が
不利である地域。

に基づく。

高齢化が進展している集落等を維持・活性化するための
基本計画となる「元気な集落づくり計画」を策定した市町
村が「中山間地域集落活性化基金」を設置する際に県が
助成（6／10）し、市町村がその基金を活用して行う集落
等の維持・活性化に向けた取組を支援する。

この事業は平成１１年度から実施し
た「中山間地域集落維持・活性化緊
急対策事業」によって行われた中山
間地域の経済的機能、文化的機能、
生活機能などの維持・向上のための
取り組みを、今後も継続して実現させ
るための事業。平成１４年度に３１市
町村（平成１４年当時の市町村単位：
平成１８年現在の区分では１６市町

/chusankan_k/plan_dl.
html

◆島根県ＨＰ
http://www.pref.shim
ane.lg.jp/chiikiseisaku
/chusankan_k/syurak
u_kasseika_top.html

島根県
森林林業活性化プラ
ン

2001-
2010

（１）国産材時代に備えた流域林業の創造　（２）多様で質
の高い森林の整備（３）森林とのふれあいの機会の拡大
を基本目標にかかげ、平成6年度に、「しまね森林・林業
活性化プラン」を策定し、施策を推進してきた。本プランで
は将来に引き継ぐ多様な機能を持続的に発揮する森づく

村）が計画を策定し、平成１７年度ま
でに３４０集落が維持・活性化に向け

「島根県長期計画」
（1994年度〜2010年
度）・「島根県第3次中期
計画」（2000年度〜2004
年度）を基本とする森
林・林業部門の総合プラ

◆島根県ＨＰ
http://www.pref.shim
ane.lg.jp/norinsomu/p
lan/rin_plan/

島根県
がんばる島根農林総
合事業

りと、林業・木材産業の持続的発展を図るための基本方
向と重点的取り組み方策を示す。

 「新農業・農村活性化プラン」に基づき、米・園芸・畜産の
３部門のバランスが取れた農業への再構築を図るため、
農業者や集落などの自主性・計画性に基づいた意欲ある
取り組みに対し積極的な支援を行い、地域の立地条件を
生かした農林業の　振興を図る。（１）実践活動支援事業
＝ソフト事業（補助率：1/2）組織の強化や農林業生産活
動のため、自主的で創意工夫に基づいて行う調査、検
討、研修等の実践活動等に対して補助する。（２）生産施
設等整備事業＝ハード事業（補助率：1/3、ただし、中山
間地域1/12 （そば以外の農産作物を除く）、認定農業者
等1/12を上乗せ）米・園芸・畜産・特用林産等の振興によ
る農林業生産の増大及び地域資源を活用した農林産物
の加工の推進を図るために必要な各種施設整備等に対
して補助する。

認定農業者、農業法人、集落営農組織、共同生産
組織等

ンとし、関連する林業関
係諸計画のマスタープラ
島根農業振興対策事
業、いわゆる新島根方
式（昭和50年-63年）をス
タートさせ、その後、ふる
さと農業活性化事業（平
成元年-5年）、中山間地
域集落営農推進事業
（平成3年-5年）、しまね
地域農業活性化特別対
策事業（平成6年-8年）、
ハツラツ集落・農村づく
り事業（平成8年-）、が
んばる島根農林総合事
業（平成10年-）へと引き
継ぎ、集落を単位とする

平成18年3月末現在、509組織が集
落営農に取り組む。集落営農組織を
重要な担い手の一つとして、平成19
年度を目標に570組織での集落営農
の推進を目指す。

◆島根県ＨＰ
http://www.pref.shim
ane.jp/section/nourin
_somu/sesaku/seisan
/seisan_1.htm

島根県
地域興しマイスター制
度 1996

 （３）特認事業知事が特に必要と認めた事業に対して補
助する。

地域の活性化のために貢献できる能力と意欲を持った人
材を「地域興しマイスター」として登録し、彼らの指導、支
援による地域の活性化を推進する。県内の農業者グ
ループなどがマイスターの指導を受けたい場合に、県が
間に入り、マイスターとの連絡調整や指導に係る経費を
助成する。また、マイスター自身が資質向上のために行う
全国イベントへの参加や、先進地調査などへの助成も行

マイスターの人材の選定・登録にあたっては、県下
全域からより多くの人材を確保するため、県内七カ
所の県地方機関単位の協議会で行う。

新しい農業生産体制「集
落営農」の確立を積極

国庫補助事業の「特定
農山村総合支援事業」
を活用

中山間地域においては、地域興しの
気運が増してきてはいるものの、身
近に必要な知識・技術に精通した人
材がいないため、十分な取り組みが
できない地域も多いことから、この制
度が始まった。
地域興しマイスターとして登録された
人材も百四十九人に上り、専門分野
も作目生産から農・水産加工、郷土

◆（財）地域活性化セ
ンター「月刊　地域づ
くり」
http://www.chiiki-
dukuri-
hyakka.or.jp/book/mo
nthly/0409/html/t06.

http://www.pref.shimane.lg.jp/norinsomu/plan/rin_plan/�


　また、様々な専門的知識・技術を有する都市生活者を ウ　高齢者が自ら行う活動に対する支援 a/05007.htm
農山漁村の支援者として登録・育成し、都市生活者の能
力を活用しながら、ルーラルガイド等との相互支援体制を

◆対象団体：市町

（島根
県）

西ノ島町
いきいき集落づくり活
性化事業

2002-
2006

地域おこし・じげおこし事業等に取組む自治会及び団体
について補助金を交付し、地域住民の創意・工夫により
地域の活性化を図ることを目的とする。
事業を行う自治会及び団体は、活性化に向けた目標や
具体的な取り組みを、いきいき集落活性化プランとして策
定し、町長に提出する。

対象事業：①産業経済的機能維持・活性化のため
の事業②文化機能維持・活性化のための事業③社
会生活機能維持・活性化のための事業④その他集
落の維持・活性化のため必要な事業

補助金の額は、い
きいき集落活性化
プランに基づく事業
の5分の3以内で、1
事業当り50万円を
限度

西ノ島町いきいき集落づ
くり活性化事業計画

◆島根県西ノ島町Ｈ
Ｐ
「いきいき集落づくり
活性化事業補助金交
付要綱」
http://www.town.nishi
noshima.shimane.jp/r
eiki_int/reiki_honbun/
am15900681.html
◆「いきいき集落づく
り活性化事業実施要
領」

（島根
県）

川本町

ＵＩターン集落活性化
住宅（空き家活用事
業）

2000

川本町へＵ・Ｉターンし定住する人にとり、住まいの確保が
重要な問題となっていることから、ＵＩターン者のための住
宅を確保し、手ごろな家賃で貸し出すことにより、定住を
支援する。民有の空き家の場合、１０年間町が借受け、
改修した後、ＵＩターン者に貸し出すが、１０年後には元の

入居者の資格：住民基本台帳に基づく住所を川本
町外から川本町に移し、かつ現に川本町に居住す
るものであって、賃貸借期満了後も川本町に居住し

使用前修繕：町長
は、建物を住宅とし
て使用する前に、
従前の設備を利用
することができる状

川本町ＵＩターン集落活
性化住宅の設置及び管
理に関する条例

http://www.town.nishi
noshima.shimane.jp/r

◆島根県川本町ＨＰ
http://www.kawamot
o-town.jp/uiturn/?ui

（島根
県）

三隅町
（平成17
年合併

三隅町UIターン集落活
性化住宅の管理運営
に関する条例

2001

所有者に空き家を返却することになる。川本町内にある
空き家を空き家バンクに登録し定住希望者に紹介。

三隅町内にある空き家又は家屋の離れなどを活用して三
隅町UIターン集落活性化住宅(以下「住宅」という。)を整
備し、UIターン者等の居宅する住宅を確保し、定住化の

ようとする意志のあるもの。
態まで当該建物の
修繕を行う。

入居者の資格：①住民基本台帳に基づく住所を、
島根県外から三隅町に移し、賃貸借期間満了後も
三隅町に居住しようとする意思のある者②三隅の
産業体験事業に取り組み、期間満了後も引き続き

◆島根県浜田市ＨＰ
http://www.city.hama
da.shimane.jp/gaiyou/

し、浜田
市に）

島根県
しまね農業・農村「が
んばっている地域の活 2004

促進を図るため必要な事項を定めるものとする。

閉塞感の強い現状にあって、地域が一体となって農業・
農村の活性化等に挑戦する取り組みは、地元はもとより
他の地域へ元気を与えたり、新たなヒントの提供に繋が
ることは多々あると考えられる。そこで、このような積極的

三隅町に居住しようとする意志のある者③定住促
進のため、町長が特に入居を認める必要があると

地方機関からの推薦等により広く情報収集する中
で、農林水産部において「選考会」を開催し、知事

知事賞状及び副賞
の授与

◆年度を、上期（４月〜９月）・下期
（１０月〜３月）に分けて選定を行う。
◆半期毎の候補件数の目安は５件

reiki_int/reiki_honbun/
ar13208261.html

◆島根県ＨＰ
http://www.pref.shim
ane.lg.jp/admin/pref/

（山口
県）

(財)山口
県ひとづ
くり財団

動」顕彰事業

地域生涯学習推進
リーダー養成事業

な取り組み等を顕彰し、顕彰対象地域にはますますがん
ばってもらうとともに、がんばっている地域活動の県下へ
地域における身近な推進リーダー育成を目的とする講
座、講習会、セミナー、ワークショップ等を自主的に企画・
運営することとします。
（１）講座等のプログラムは、３日(３回)以上、かつ１５時間
以上。
（２）講座等の定員は、３０人程度。
（３）自主的に企画・運営するために、企画会議、ネット
ワーク会議を各３回程度開催する。

の決裁を得て候補を決定する。

◆対象：団体等
◆対象経費：旅費交通費、通信運搬費、消耗品
費、印刷製本費、賃借料、諸謝金及び保険料が対
象。
なお、団体等の恒常的な人件費、運営費、備品購
入費、接待費及び飲食費は、対象とならない。

程度とする。

事業の実施：県内においてすでに活
動している３つ以上の生涯学習に係
る団体・グループで構成されたネット
ワーク組織の実行委員会に委託して
実施。

hyoushou/nousui_sou
mu/

◆山口県ＨＰ
http://www.pref.yama
guchi.jp/gyosei/chusa
nkan/library/detaildat
a/03001.htm

（山口
県）

（財）や
まぐち県
民活動き
らめき財

県民活動出前アドバイ
ザー派遣事業

（４）事業完了後、当財団が主催する「人づくり・地域づくり
フォーラムｉｎ山口」においてその成果を発表する。

県民の自主的・主体的な県民活動に関する理解と認識を
深めるとともに、活動の活性化を図るため、地域における
県民活動に関する研修会等へ県民活動出前アドバイ
ザーを派遣し、県民活動の活性化に係る専門的・実践的

◆ＮＰＯ活動、ボランティア活動、コミュニティ活動な
どの県民活動を行っている団体（＝県民活動団体）
◆対象事業：県民活動団体が行う研修会等への派
遣
※原則として、１団体につき１年度１回限りの派遣。
ただし、研修会等の内容によっては、年間２回程度

◆出前アドバイザー（３０人）の派遣
対象分野
　・ＮＰＯ　　　　　　　　　　　　・会計
　・税務　　　　　　　　　　　　 ・広報
　・企画　　　　　　　　　　　　 ・組織運
営

◆山口県ＨＰ
http://www.pref.yama
guchi.jp/gyosei/chusa
nkan/library/detaildat

団

山口県
中山間地域重点プロ
ジェクト推進事業

な指導及び助言を実施する。

個性と活力のある中山間地域づくりに向けて、山口県中
山間地域づくりビジョンに基づく取組に対して助成。
◆市町支援型：地域の活性化に資する施設整備に対し、
その一部を助成
◆民間協働型：中山間の活性化に向けて創意とチャレン
ジ意欲を持って取り組む事業に対し、その一部を助成

又は同時に複数のアドバイザーの派遣を行うことが
可能。

市町（市町支援型）
民間（民間協働型）
対象地域
各地域振興法の適用地域：ａ過疎地域、ｂ特定農山
村地域、ｃ振興山村地域、ｄ半島振興対策実施地
域、ｅ離島振興対策実施地域
農林水産省の農業地域類型区分による山間農業

　・ワークショップ ・協働
　・地域経営　　等
採択要件
(１)市町支援型
(ア)ビジョンにおいて定めた１２のプロ
ジェクトを推進する施設整備であるこ
と。
(イ)対象事業費が３０，０００千円以上
であること。
(２)民間協働型

a/02003.htm

◆山口県ＨＰ
http://www.pref.yama
guchi.jp/gyosei/chusa
nkan/library/detaildat
a/01002.htm

美しいむらづくり支援
農村の「豊かな自然」や「美しい景観」等の地域資源を活
かして、地域住民等が美しいむらづくりに向けた総合整

地域、中間農業地域
（ア)事業プランを作成し、市町の推薦
を受けたものであること。
(イ)対象事業費が１，０００千円以上

対象地域
山口県

山口県

事業

ひととひと・共にきらめ
き発信事業

備の事業構想段階から、施設の維持管理や利活用など
に参画していく体制づくりを支援する。
農山漁村と都市との交流支援組織（ルーラルウェルカム
センター）の機能の拡充・強化を図り、農山漁村で培われ
た暮らしの知恵や技をもつ女性や高齢者の活躍の場を
拡充すると共に、農山漁村での体験を通じた世代を越え
た「共育」の場づくりに取組む等、継続的・反復的な協働
交流活動を推進する。

　　県モデル地域　４地区

◆対象事業
（１）高齢農業者能力活用の推進
ア　高齢者対策のための検討会議、普及啓発、研
修
イ　高齢者能力活用のための調査、交流会等

県内の事例
　岩国市　H17～H18

◆山口県ＨＰ
http://www.pref.yama
guchi.jp/gyosei/chusa
nkan/library/detaildat



高知県
事業

滞在し、地域住民から直接話を聞き、また自分の目で地
域資源を探しながら、地域づくりプランを作成する。

り広域連合」が「地域づくり研修」とし
て実施。

.jp/~chiiki/04handboo
k.PDF

集落再生サポーター が、平成16年度以降は「こうち人づく http://www.pref.kochi

山口県

へき地保育所地域活
動事業
（保育所機能強化推進

山間地・離島等の重要な社会資源であるへき地保育所に
おいて、地域の需要に応じた幅広い活動を実施すること
によって、入所児童の健全育成と地域の活性化を図る。

◆対象団体：市町（中核市を除く）
◆対象事業：へき地保育所において行う、次の特別
保育科目設定実施事業であること。
　(1)世代間交流当事業
　(2)地域における異年齢児交流事業

◆山口県ＨＰ
http://www.pref.yama
guchi.jp/gyosei/chusa
nkan/library/detaildat

山口県

事業）

生活環境施設整備資
金（中山間地域活性化
資金）

生活環境施設の整備を行う農業者等の組織する団体等
に対する農協等からの融資について利子補給を行う。

　(3)保護者等への育児講座
　(4)保育所退所児童との交流

(5)地域の特性に応じた保育事業への対応

◆対象地域：農林漁業金融公庫法第18条の2第2
項に基づき、農林水産大臣及び財務大臣の指定す
る中山間地域
◆対象事業：中山間地域における生活環境の改善
に必要な施設（農山漁村情報処理・通信施設、農
山漁村給排水施設、集会施設等）であって、農林漁

利子補給率
　　年0.4・1.25％（＝
基準金利－貸付利
率）
【参考】
　融資関係
　融資率　　　事業

a/10041.htm

◆山口県ＨＰ
http://www.pref.yama
guchi.jp/gyosei/chusa
nkan/library/detaildat
a/13006.htm

山口県
保健機能増進施設整
備資金(中山間地域活
性化資金)

保健機能増進施設の整備を行う農業者等の組織する団
体等に対する農協等からの融資について利子補給を行
う。

業者の定住化に資するものの整備

◆対象地域：農林漁業金融公庫法第18条の2第2
項に基づき、農林水産大臣及び財務大臣の指定す
る中山間地域
◆対象事業：中山間地域内において、農地、森林
その他の農林漁業資源を公衆の保健の用に供す
るための施設（観光農園施設、森林レクリエーショ
ン施設、観光漁業施設等）であって、農林漁業の振

費の80％以内
　貸付利率 　1.9％
（H18.9.21改正）
利子補給率
　　年0～1.75％（＝
基準金利－貸付利
率）
【参考】
　融資関係
　融資率　　事業費
の80％以内

◆山口県ＨＰ
http://www.pref.yama
guchi.jp/gyosei/chusa
nkan/library/detaildat
a/14006.htm

山口県
田んぼの学校支援事
業
（食育・環境教育）

多様な生物生態系が循環する農村環境が発揮する多面
的機能の重要性を、子ども達に教える地域独自の環境
教育活動「田んぼの学校」等を支援する。

興に資するものの整備
　貸付利率　1.4～
2.35％（H18.9.21改
正）

◆支援団体：市町、土地改良区等
◆支援内容（１）体制整備支援
ア地域における活動組織の体制の立ち上げ
イ水辺環境学習に係る活動の支援
ウ広報・普及活動支援

◆山口県ＨＰ
http://www.pref.yama
guchi.jp/gyosei/chusa
nkan/library/detaildat

高知県
元気のでる市町村総
合補助金

市町村の役場がそれぞれの地域の課題を住民と共に考
え、その解決のために実施する事業で、住民が参画し、
主体となる事業を支援。それによって、地域の実情や住
民が必要と感じていることに即応した地域の活性化策の
促進を図る。

エ体験活動に係る必要な資材の提供
　（２）水辺環境活動を実施するために必要な簡易
な条件整備
市町村、一部事務組合、広域連合または複数の市
町村が中心となって組織する協議会
（１）通常事業：市町村等が地域の課題解決に向け
て、住民とともに自主的、主体的に取り組むハード・
ソフト事業で、１事業実施主体あたりの事業費が２
００千円以上のもの
（２）広域的連携事業：複数の市町村等が共同して
行う事業で、広域的なまちづくりや広域的な資源を
活用したまちづくりのための事業
（３）合併支援事業：合併重点支援地域に指定され

（１）通常事業
１００，０００千円
ただし、１事業あた
りの限度額は、５
０，０００
千円とする
（２）広域的連携事
業　５０，０００千円
（３）合併支援事業

高知県補助金交付規則
第２０条に基づく。

a/19015.html

◆高知県ＨＰ
http://www.pref.kochi
.jp/~chiiki/04handboo
k.PDF

高知県
地域支援企画員（地域
の元気応援団長）制度

2003

◆各広域行政圏単位を中心に、地域の住民と市町村及
び県とのパイプ役や、住民活動のサポートをしながら、地
域の資源を活かした「地域の元気を応援する」専任職員
（課長補佐級）を県内7箇所に配置。
◆役割：①住民、市町村、県相互のパイプ役②住民活動
のサポート③地域の住民や市町村のニーズを政策に反
映④出先機関相互の連携⑤民間による広域まちづくりへ
の支援⑥元気のでる市町村総合補助金の一定の権限執

た市町村が広域化に対応するために行う、新しい
自治活動の基盤づくりや合併によって周辺となる地
域への手立てとなるハード事業

２０，０００千円

東部地区、南国・香美地区、中央・嶺北地区、仁淀
川下流地区、高吾北地区、高幡地区、幡多地区の
7地区（県を7地区に分ける）。

◆地方分権の時代に向け、県民の視
点からの施策が求められているとと
もに、市町村合併を控えて、地域の
個性づくりが必要。そのため、平成13
年度～14年度まで、「元気な中山間
づくり支援事業」として高吾北地域に
職員1名を駐在させ取り組んできた。
その結果、地域住民の組織化と活性
化が図られたため、これをさらに発展

◆高知県ＨＰ
http://www.pref.kochi
.jp/~chiiki/04handboo
k.PDF

元気のでる市町村総

行　など

地域の活性化を図るとともに、地域の自主的な活動を盛

させ、県内全域での取組とした。
◆職員の位置づけ：副知事直轄。中
山間総合対策本部との連携。

◆補助率：1/2以内 ◆高知県ＨＰ

高知県 合補助金（集落活動支
援事業）

元気のでる市町村総

り上げていくため、過疎化・高齢化の進行する中山間地
域において、集落等で行われている様々な活動の維持・
再生・発展を図る事業に対して支援を行う。
地域の実情、特性に応じた、オリジナリティに富んだ地域

中山間地域等直接支払制度の対象となる地域を有
する市町村

◆補助対象：中山間地域の市町村

◆一カ所あたり事
業費：20万円以上
100万円以下
◆補助率：1/2以内

http://www.pref.kochi
.jp/~chiiki/04handboo
k.PDF
◆高知県ＨＰ

高知県 合補助金（地域再生プ
ランづくり支援事業）

づくりを促進するため、住民が経費の一部を負担しながら
主体的に行う、新たな発想に立って地域の方向性を検討
する意欲的な取組を支援する。

◆対象事業：中山間地域の小字単位以上の地域
で、住民が経費の一部を負担しながら主体的に行
う地域再生のためのプランづくり事業。

◆一カ所あたり事
業費：100万円以上
400万円以下

公募で集まった市町村職員、県職員が3迫日程度地域に
担当課室は地域づくり支援課である

http://www.pref.kochi
.jp/~chiiki/04handboo
k.PDF
◆高知県ＨＰ



0

事業であること
(4)地域再生のモデルとなる事業であること
対象団体：市町村

こうち元気者交流会地
個性豊かで魅力的な地域を築くため、地域づくりのノウハ
ウを持った人を派遣し、適切なアドバイスを行うことによっ 派遣対象：地域づくりに取り組んでいる団体、地方

アドバイザー派遣
に要する経費のウ

◆アドバイザーはこうち元気者交流
会メンバー（団体等の課題に応じて

◆高知県ＨＰ
http://www.pref.kochi

高知県

（高知県）
三加和
町

域づくり出前講座

里づくり運動 1990

て、さらに効果的な地域づくりを進めるのと同時に、ネット
ワークの拡大を図る。

（１）地域の再編 ：新しいコミュニティーづくりを進める。
（２）里の誇り（宝）の創造：地域の特色を掘り起こし、誇り
ある里づくりを進める。
（３）住民自律と住民自治：自分たちが主役になり、自らの
一歩を踏み出して、里を起こす。
（４）計画の策定：里の行く末（将来）を考え、中長期の将
来計画を立てる。
   そして、特色ある事業を計画し、実行する。
（５）地域の経営と対外交流：生活や文化の再評価を行
い、今までにない付加価値を付ける。
（６）住民総参加：地域の住民はそれぞれの立場で運動
に参加する。

公共団体。

地域の歴史や地勢などを参考に、　町内を８つのエ
リアに分けた。
①板楠地区　②上板楠地区　③十町地区　④和仁
地区
⑤吉地地区　⑥野田・大田黒地区　⑦津田・平野地
区　⑧岩地区
の八つの里に再編。
 
 
 

チ、報償費及び旅
費は、こうち元気者
交流会が負担。

選任。）
◆1団体への派遣回数は原則2回以
内。

◆運動への支援：
指導者の派遣 ＝
計画づくりに際して
は、コンサルタント
を派遣。
ふるさとパートナー
の協力 ＝ ふるさと
パートナーが運動
全般にわたり一緒
に行動。
各種情報の提供＝
まちづくりのための
情報を提供。

.jp/~chiiki/04handboo
k.PDF

◆熊本県三加和町Ｈ
Ｐ
http://portal.kumamo
to-
net.ne.jp/town_mikaw
a/content/asp/zigyo
u/gaiyo.asp?PageID=
19

熊本県 地域興しマイスター

活動経費の支援＝
自主的・主体的な
活動に対して事業

地域興しマイスターとは、「中山間地域の活性化に関する
様々な分野において、専門的・実践的な知識と経験を持
ち、活性化に必要な助言及び指導を行うことができる人」
で、都道府県が選定しています。県内各地域での多様で

本県では、経営、営農活動、地域デ
ザイン・地域ネットワークづくり、食品
開発・生産方式、販売・マーケティン
グ、情報通信、観光興し・交流促進及
び生活福祉の８分野に県内外から３

◆熊本県ＨＰ「用語
データベース」
http://cyber.pref.kum
amoto.jp/chisan/Con

プラスワンむらづくり支

自主的な活性化に向けた活動に対し、それに対応した専
門知識・経験を活かして地域の活性化への取り組みを支
援するという役割を担う。

むらづくり活動の展開に必要な農業農村集落活動拠点

◆事業主体：市町村、集落組織、農業者の組織す
る団体

◆補助対象施設・
機械等：農業農村

１名を地域興しマイスタ－として選定
しています。

◆関連事業：プラスワンむらづくり推

tent/Asp/term/term_
detail.asp?ID=87

◆宮崎県ＨＰ
http://www.pref.miya

宮崎県

鹿児島
県

援事業

きらめくむらの創造事
業 （２１世紀新かごし

2002-2

2001

施設及び農作業受託用共同利用機械等の整備を支援。

　地区の特色・資源を生かし，新たな視点に立った個性あ
ふれるむらづくりを推進するため，重点地区におけるむら
づくり活性化戦略プランの策定及びその実践活動を支援

◆対象地域の範囲：地域の合意形成が図られる範
囲。集落単位が原則。
◆事業採択基準：受益戸数が3戸以上

　新・農村振興運動の重点地区
市町村むらづくり活性化計画を策定した市町村内
の重点地区１ヶ所

集落活動拠点施
設、農作業受託用
共同利用機械　等
助成内容
　・標準事業費：500
千円
　・補　助　率：１／

進事業（むらづくりに関する活動を支
援）

Ｈ１４～１５　鹿児島市（旧吉田町）本
名ほか９市町
Ｈ１５～１６　南さつま市（旧加世田
市）舞敷野ほか９市町

zaki.lg.jp/parts/00004
5338.pdf

◆鹿児島県ＨＰ
http://www.pref.kago
shima.jp/kurashi-
kankyo/chiiki/guide/n

屋久町

ま創造プログラム）

屋久町むらづくり活性
化事業の助成に関す
る条例

1996

する。

町の活性化を図るため、集落が自主的に行うむらづくり
活性化事業を助成するために必要な事項を定めることを
目的とする。

◆助成対象者：集落
◆助成対象事業：国庫若しくは県費又は町の他の
制度による補助を受けていない事業で、かつ、次に
掲げる事項に該当するもの
①産業の振興に関するもの
②環境整備に関するもの

２以内
　・事業実施期間：
２年間

40万円
 集落
 平成17年度に実施
する事業

Ｈ１６～１７　指宿市池田ほか１０市町
村
Ｈ１７～１８　さつま町（旧薩摩町）永

この条例において、集落とは、第四
次長期振興計画基本構想(平成7年
12月策定)にむらづくり活性化計画を
掲げている集落をいう。

osei/kiramekumura.ht
ml

◆鹿児島大学法文学
部法政策学科・法科
大学院ＨＰ「屋久町例
規集」
http://joreimaster.leh
.kagoshima-

（財）地
域活性
化セン
ター

活力ある地域づくり支
援事業

（財）自治総合センターから受け入れる助成金を財源とし
て、活力ある地域づくりを目的としたモデル的な事業に対
する支援を行い、地域の活性化を図るとともに宝くじの普
及広報を行う。
ア地域資源活用助成事業
地域の自然、文化、歴史、産業、生活習慣等の特性を地
域資源として発見し、積極的な活用を図ることを目的とし
て実施する特色あるソフト事業
イ広域連携推進助成事業
複数の市（区）町村等が共同して広域的な連携を目的と
して実施するソフト事業及び平成１１年７月１６日以降に
合併してできた市町村が住民の一体感の醸成等を目的
として実施するソフト事業
ウ活力ある商店街づくり助成事業

③教育、文化等人づくりに関するもの
④町外との交流に関するもの
⑤その他町長が必要と認めるもの

採択要件
(1)宝くじの普及広報の効果が発揮できるものであ
ること。
(2)他に国の補助金の交付を受けないものであるこ
と。
(3)当該年度に確実に事業を完了するものであるこ
と。
(4)当該年度における新規事業であること。ただし、
既存事業にあっても大幅な内容変更がある場合に
ついては、これを含めることが出来るものであるこ
と。
対象団体：市（区）町村、広域行政機構である広域
連合、一部事務組合、地方自治法の規定に基づき

◆助成率：助成対
象経費の５０％以
内
◆助成額：それぞ
れの事業につき下
記の額を上限
ア地域資源活用助
成事業５００万円
イ広域連携推進助
成事業５００万円
ウ活力ある商店街
づくり助成事業　５
００万円
◆助成対象経費：

u.ac.jp/yaku_town/do
cument/frame/fr0000
0611.htm

◆山口県ＨＰ
http://www.pref.yama
guchi.jp/gyosei/chusa
nkan/library/detaildat
a/01007.htm

（財）地
域総合
整備財
団

地域再生マネージャー
事業

2004

地域の特性を活かし、主として中心市街地において自主
的・主体的に実施される商店街の活性化を目的としたソ
フト事業

市町村の地域再生を目的とする取組の推進に資するた
め、市町村が「地域再生マネージャー」に地域再生に係る
業務を委託する経費の一部を助成する。

設置された協議会
各種ソフト事業に必
要な備品等の購入
費、実施にかかる

採択要件（次の全てに該当するもの）
(1)観光振興、産業振興、商業振興など地域再生を
目的とする事業であること
(2)地域再生の観点から実質的成果が期待できる
事業であり、マネージャー等との連携体制等円滑な
実施の仕組みを有する事業であること
(3)マネージャー等が実質的、継続的に取組を行う

◆（財）地域総合整備
財団ＨＰ
http://www.furusato-
zaidan.or.jp/



員会（共
催：農林
水産省）

ト づくりに貢献している優秀な活動事例について表彰を行
う。

の活力の増進に寄与しているものとして、都道府県
知事の推薦を受けた女性グループ又は個人。

１５年度からは農林水産省及び都市
と農山漁村の共生・対流推進会議と
の共催。

/h18syoku/h18syoku
-info.html

1991 http://www.rdpc.or.jp

（財）地
域総合
整備財

「大学と連携した地域
づくり」助成事業

地域経済の活性化あるいは住民の生活環境の改善を目
的として、市町村と大学が連携して行う。

◆ 助成対象者：大学（短大・高専を含む。）と連携し
て地域づくりに取り組む市町村（政令指定都市除
く。特別区含む。）
助成対象事業 ：地域経済の活性化あるいは住民
の生活環境の改善を目的として、市町村と大学が

◆
http://www.furusato-
zaidan.or.jp/

団

地域づく
り団体全 地域づくり活動支援事

地域づくり団体が行う自主的・主体的な地域づくり活動の
支援のため、広報誌及びホームページの作成、その他団

連携して行い、事業計画の実現性が高く、地方公
共団体が積極的に関与する事業。

◆対象団体：地域づくり団体全国協議会に登録して
いる地域づくり団体 ◆助成率：１０／１０

◆山口県ＨＰ
http://www.pref.yama

国協議
会

（財）地
域活性

業

地域づくりアドバイ

体の運営等について、登録団体からの要請により、各分
野の専門家をアドバイザーとして派遣。

自主的・主体的な地域の活性化を推進するため、適切な
助言を行う各分野の専門家等の紹介を行い、その受け入

◆対象事業：広報誌及びホームページの作成やレ
ベルアップ、その他団体の運営等に関する指導・助
言を受ける場合のアドバイザーの招聘
◆対象事業：地域活性化を推進する次の分野につ
いて行う自主的・主体的な取組であって、テーマに
具体性があるもの。

◆限度額：謝金・旅
費とも各１００千円

助成限度額：各年
度30万円（2ヶ年で

guchi.jp/gyosei/chusa
nkan/library/detaildat
a/19006.html

◆高知県ＨＰ
http://www.pref.kochi

化セン
ター

社団法

ザー事業
れにかかる経費の助成を行う。

①地域の総合的な振興②地域経済の振興③地域
文化の振興④情報化対策⑤その他の国際交流、
環境エネルギー対策、過疎地域対策など

60万円）

豊作による過剰米を区分出荷・保管した生産者に、区分

.jp/~chiiki/04handboo
k.PDF

◆社団法人　米殻安
人　米殻
安定供
給確保
全国農
業協同
組合中

集荷円滑化対策事業

地域水田農業ビジョン

保管数量に応じて、生産者からの拠出金と国からの貸付
金により造成した資金からの短期融資及び生産者支援
金の支払いを実施。
地域水田農業ビジョンの実践強化を目指し、ビジョンの策
定・実践に優れた取り組みをしている地域を顕彰し、それ
を広く紹介することによって、各地域での取り組みのアイ

◆参加対象：意欲的に地域水田農業ビジョンの策
定・実践に取り組み、ビジョンの策定・実践を通じ、
特色のある産地づくり、売れる米・麦・大豆づくり、

定供給確保支援機構
ＨＰ
http://www.komenet.j

◆全国農業協同組合
中央会ＨＰ

央会（後
援：農林
水産省）
（財）農
村開発
企画委

大賞

食アメニティ・コンテス

2004
デアや進め方等を共有化するとともに、地域水田農業ビ
ジョンの実践強化全国運動のより一層の推進につなげて
いくことを目的とする。

農山漁村の女性グループ・個人において、自主的努力に
より地域の特産物を活用した起業活動などを通じて地域

合意形成、農用地利用調整、担い手の明確化、集
落営農、消費者との交流、環境保全型農業などに
取り組んでいる地域。

農山漁村において自主的努力を通じて地域の食文
化の保存・開発とその普及に努め、そのことが地域

農林水産省が後援。

平成３～１２年までは国土庁との共
催、平成１３年からは、中央省庁再編
に伴い農林水産省との共催で、平成

http://www.zenchu-
ja.or.jp/release/pdf/1
132648271.pdf

◆（財）農村開発企画
委員会ＨＰ
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